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IFC は、他では  
達成できない  
結果を上げる  
ことに尽力して
います。

IFCのビジョンの達成
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新興市場で持続可能な民間セクター開発を促進するため、 IFC
は、投融資とアドバイザリー・サービスを独自な形で組み合わ
せて顧客に提供しています。 IFCではこの特典を「付加性」と
呼び、これを利用して開発効果の最大化を図ることが IFC戦略
の礎となっています。 IFCの活動は 5つの戦略的優先課題を指
針としています。それにより、 IFCの援助を最も必要とし最大
の利益をもたらせる場で支援を行うことができます。

I FC の  
戦略的な
重点分野

1
フロンティア市場への  
焦点強化
IDA適格国、紛争の影響 
下にある脆弱な情勢、 
中所得国のフロンティア 
地域が対象

4
現地金融市場の育成
機構の構築、資金動員、 
革新的な金融商品の導入

2
気候変動対応と環境・ 
社会の持続可能性確保
新しいビジネスモデルと 
金融手段の開発、基準の 
設定と向上

5
新興市場の顧客との長期
的関係の構築
顧客の開発活動の指針と 
なり、国境を越えた成長を 
支援するための IFC商品・
サービスの幅広い活用

3
インフラ、保健衛生・ 
医療、教育、食糧サプラ
イチェーンにおいて民間
セクターの妨げとなって
いる障害への取組み
基本的サービスへのアクセ
ス拡充、アグリビジネスの
バリューチェーン強化

スコアカード
IFCのビジョンの達成 
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指標 パフォーマンス
 2012年度 2011年度

開発結果
高い評価を受けた投融資プロジェクトの割合（DOTSスコア）１ 68% 67%
高い評価を受けたアドバイザリー・プロジェクトの割合２ 68% 67%

重点分野      

フロンティア市場
IDA適格国での投融資プロジェクト数  283 251
IDA適格国での契約額（百万ドル）  $5,864  $4,867 
IDA適格国でのアドバイザリー・サービス支出（百万ドル）3  $   122  $   107 
サブサハラ・アフリカ向け契約額（百万ドル）  $2,733  $2,150 
中東・北アフリカ向け契約額（百万ドル）　  $2,210  $1,603 

顧客とのパートナーシップ
「南・南」投資プロジェクト数  41 32
「南・南」投資プロジェクト契約額（百万ドル）  $1,515  $1,034 

気候変動
気候関連の投融資（百万ドル）4 $1,621  $1,671 
    

インフラ、保健衛生・医療、教育、食糧
インフラ、保健衛生・医療、教育、食糧向け契約額（百万ドル）5   $3,642  $2,200 

現地金融市場の育成
金融市場向け契約額（百万ドル）6 $9,375  $8,176 
零細・中小企業セクター向け契約額（百万ドル）7 $6,077  $6,020 

注：
1 DOTSスコア：承認期間 6年間（2012年度の場合は 2003～ 2008年）の移動平均値をもとに、各年度の 6月 30日現在で高い開発成果を上げた顧客企業の割合 (%)。
2 2012年度と 2011年度の評価は、それぞれ 2011年と 2010年（共に暦年）に提出された完了報告書の審査結果に基づく。
3 IDA適格国におけるアドバイザリー・サービス支出の金額は、2011年度と 2012年度ともに、地域プロジェクトを取り入れた改善後の手法を反映。
4 省エネ (EE)および再生可能エネルギー (RE)向け投融資を含む。
5 IFCのインフラストラクチャー、通信・情報技術、地方政府ファイナンス、保健衛生・医療・教育、アグリビジネスを担当する各局の契約額（食糧サプライチェーン全体を含まない）。
6 ファンドおよびプライベート・エクイティを除いた IFC金融市場局の契約額。
7 零細・中小企業 (MSME)の借入者、得意先の 50％以上が零細・中小企業である金融機関、さらに零細・中小企業を主たる受益者とする他の投融資を含む。

スコアカード 
戦略的優先課題におけるIFCのパフォーマンス
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機会を最も必要とする場での機会創出   
受益者

IFCとその顧客は、途上国で幅広く貢献し
ています。顧客が成功すれば、経済全体に
波及効果を及ぼすことができ、貧困層をは
じめ多数の人々の暮らしを向上するチャン
スを与えます。

IFCは、顧客を通じて、従業員とその
家族だけでなく、地元社会、サプライヤー、
投資家、そして、顧客の商品の購買者や利
用者のために機会を創出します。IFCの顧
客は国家と地方の政府に多額の税収をもた
らし、この税収を貧しい人への援助資金と
して利用できるようにします。さらに、こ
れらの顧客は、自社設備の拡張や改善、環
境面でのパフォーマンス向上、コーポレー
ト・ガバナンス強化、経営管理システムの
改善、産業基準の遵守に関し IFCの投融
資と助言を利用することができます。

IFCの助言は投融資を補完し、効果を
最大限に高めるために企業や政府を支援す
るものです。政府に対する助言業務は、投
資環境の改革から、インフラなどの基本的
サービスにおける官民パートナーシップの
立案と実施まで幅広い分野に及びます。

IFCの投融資先の顧客は、プ
ライベート・エクイティ投資
ファンドを通して 80万人弱、
基本的インフラでほぼ 45万
人、アグリビジネス・林業で
38万人近く、製造業でほぼ
37万人など、合計 250万人
を雇用しました。
• インドでは、IFCの投資先
であるプライベート・エクイ
ティ・ファンドのポートフォ
リオに含まれる企業が、多数
の女性を含め 1万 2,000人近
くを雇用しました。

IFCの顧客は、合計 2,010億
ドル、2,300万件もの貸付を
零細・中小企業に行いました。
加えて、電気、水道、ガスを
ほぼ 1億 4,800万人に供給し、
1億 7,200万回線の電話を敷
設しました。さらに医療サー
ビスでは患者 1,200万人、教
育では 100万人に近い生徒・
学生が支援を受けました。
• 中国のある顧客は、2011年
に、260万世帯に給水を、ま
た 550万世帯に下水サービス
を提供しました。
• チュニジアのある顧客は、
小口貸付ポートフォリオを
4,500万ドル以上、さらに中
小企業向け融資ポートフォリ
オを約 18億ドルへと拡大し
ました。
• スリランカでは、IFCの一
顧客が同国の電話利用者
1,830万人の 40％近くにサー
ビスを提供しました。
• モルドバでは、IFCのアド
バイザリー・サービスが放射
線画像診断センターを支援
し、年間 10万人以上の患者
のヘルスケア改善に貢献する
でしょう。

顧客とその利用者従業員
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IFC の方針、プロセス、そし
てパフォーマンス基準は、顧
客が地元社会に与える正の影
響を高めつつ、負の影響を防
止・緩和するための助けとな
ります。
• アゼルバイジャンのある顧
客は 2011年に、コミュニティ
開発プログラムに 700万ドル
を投じました。

• ギニアでは、IFCのキャパ
シティ・ビルディング向けア
ドバイザリー・サービスを地
元のサプライヤーに行ったお
かげで、国際的な資源採掘企
業が地元の中小企業と 400万
ドル以上の新規調達契約を結
びました。 

IFCの顧客は、地元のサプラ
イヤーに多額の契約の機会を
生み出しています。例えば、
製造・サービス方面の顧客は
400億ドル近くに相当する財
やサービスの調達を行いまし
た。アグリビジネスに携わる
顧客は 330万人の農民を支援
しました。
• 南アフリカの資源採掘業界
のある顧客は 2011年に、地
元サプライヤーから 6億
4,000万ドル余りの財やサー
ビスを購入しました。
• インドでは、IFCの投融資
先であるセメント会社が、最
貧困州の一つで 300人を雇用
し、さらにその流通サプライ
チェーンを通じて 7,200人の
雇用を間接的に創出しました。

• バングラデシュでは、農産
物の加工に携わるある顧客
が、自社のサプライチェーン
を通じて、1万人以上の農民
と 4万 5,000社余りの零細・
中小企業を支援しました。

IFCのプロジェクトは、気候
変動への取組み、環境・社会
の持続可能性の促進に貢献し
ています。
• IFCの「ロシア持続可能な
エネルギー金融プログラム」
は、71件ほどの省エネ・プ
ロジェクトに対し 3,400万ド
ル弱の資金援助を行いまし
た。このプログラムは全体で、
ロシアの企業のエネルギー費
を年間 2,970万ドル節減して
います。

• バングラデシュの種子販売
会社へのアドバイザリー・
サービスを通じて、IFCは、
2万 2,000人以上の農民と
600人の卸業者や小売業者を
対象に、ストレス耐性型種子
の利用と持続可能な生産慣行
についての訓練を支援しまし
た。同国の農務省は IFCの助
けを受け、地元農家が利用で
きるストレス耐性型新種 7種
を導入しました。

昨年、IFCの顧客は、220億
ドル近くの収入を政府にもた
らしました。これには、石油・
ガス・鉱業からの 60億ドル
強、基本的インフラからの
50億ドルほど、そして製造・
サービスからの 30億ドル弱
が含まれます。また、助言業
務の半分は政府に直接行われ
ました。
• ラテンアメリカの石油・ガ
ス業界のある顧客は、法人税
など、22億ドル近くを政府
に支払いました。
• イラクのある顧客は、法人税
や他の支払いとして 5億ドル以
上を政府にもたらしました。
• リベリアでは、助言業務を
通じて、政府による国立事業
登記所の設立を支援しました。
これにより、事業設立に要す
る日数が以前の平均 20日から
6日に短縮されました。
• サントメ・プリンシペでも、
政府への助言業務のおかげ
で、企業の登記手続きが簡素
化され、事業設立に要する平
均日数は 144日から 10日に
短縮されました。

地元コミュニティ サプライヤー 環境 政府
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IFC の事業と専門知識

世界のあらゆる地域と
ほぼ全ての産業から得
られた IFCの経験は、
様々な形で独自な 
メリットを顧客に与 
えています。
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業務拠点 

民間セクターに専念する国際開発機関としては最大の規模を誇る IFCは、100 カ国以上の
途上国で業務を進めています。

IFCがある地域で学んだ教訓は、別の地域の問題解決に活用することが可能です。また、
現地企業が自社の知識を利用して、他の途上国で好機を捉えるための手助けも行っています。

2012年 6月

IFC Country Office Locations
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商品ライン
融資
IFCは、一般に償還期間 7～ 12年
の融資を自己勘定で行って、プロ
ジェクトや企業に資金を提供しま
す。また金融仲介役を務める銀行、
リース会社、その他の金融機関に
対し、オン・レンディング（転貸し）
を目的とした融資も行います。
 IFCは従来、主要先進国の通貨
建てで融資を行ってきましたが、
現地通貨建て商品の組成も優先さ
せています。その例として、コロ
ンビア・ペソ、インドネシア・ル
ピー、カザフスタン・テンゲ、モ
ロッコ・ディルハム、ペルー・ヌ
エボソル、フィリピン・ペソ、ル
ワンダ・フラン、ザンビア・クワ
チャなど 50を超えた通貨が含ま
れます。
 2012年度の新規融資契約額は
ほぼ 67億ドルに達しました。

出資
出資は、民間企業に必要な初期の
サポートと、長期的成長に向けた
資金を提供します。また、コーポ
レート・ガバナンスを支援し、社
会的責任を高める機会も提供して
います。
 IFCは、企業への直接的出資の
ほか、プライベート・エクイティ・
ファンドを通じた投資も行います。
2012年度の出資額は、IFCの自己
勘定での契約額のうち、23億ドル
近くを占めました。

IFCの出資比率は通常、企業の
株式資本の 5～ 20％となってい
ます。出資先の企業に対しては、
証券取引所への上場を通して株主
の幅を広げるよう奨励していま
す。これは現地の資本市場の深化
に役立ちます。また利益参加型融
資、転換型融資、優先株式などへ
の出資も行っています。

IFC の 3 つの業務

IFCの投融資サービス、アドバイザ
リー・サービス、IFCアセット・マネー
ジメント社という 3種類の業務は、
相互に補完しながら、途上国の顧客
にグローバルな専門知識を提供して
います。

これらの業務は、民間セクター
が途上国で機会を創出するにあたり、
IFCに一つの大きな優位性を与えて
います。それは、付加価値をもたら
す斬新な方法を用いて、投融資と助
言を顧客独自のニーズにカスタマイ
ズできることです。さらに、IFCの
プロジェクトに他の投資家を誘致で
きることも大きな利点です。それに
より、新たな資金源や一段と優れた
事業の運営方法を顧客に伝えること
ができます。

IFCの投融資サービスは、民間投
資家であっても、新興国で開発を
進め、貧困削減を支援でき、同時
に利益を上げられることを力強く
示しています。
 IFCの幅広い金融商品とサービ
スは、持続可能な事業の促進、起
業精神の奨励、そして従来調達で
きなかった資金の動員を通じて、
貧困緩和と長期的成長の促進を可
能にします。IFCの金融商品は各
プロジェクトの要件に合わせて提
供されます。IFCは成長のための
資金を供与しますが、資金の大半
とそれに伴う指導や運営の責任は
民間セクターの事業主が担ってい
ます。
 2012年度の IFC投融資はおよ
そ 155億ドル（プロジェクト数約
576件）に達し、そのうち 60億
ドル近くは IDA適格国でのプロ
ジェクトが対象となりました。加
えて、途上国の民間セクターへの
支援として 50億ドル弱の資金を
動員しました。

I FC の投融資  
サービス 
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貿易金融
IFCの「グローバル・トレード・ファ
イナンス・プログラム」は、認可
金融機関の貿易関連の支払債務を
保証するものです。このプログラ
ムは、世界 80カ国以上にある
200行余りの銀行を対象に、取引
ごとにリスク緩和を行うことで、
貿易金融に携わる銀行の能力の強
化と補完を行っています。
 2012年度には貿易金融は約 
60億ドルに達し、IFCの自己勘定
での契約額の 3分の 1以上を占め
ました。IFCの「世界貿易流動性
プログラム (GTLP)」は 2009年に
設立されて以来、210億ドル以上
を貿易の支援に注ぎました。

協調融資
多国間開発機関中、最も古く、最
大の規模を誇る IFCの「協調融資
プログラム」は、開発に必要な資
金を動員する際の重要なツールと
なっています。1957年に設立さ
れて以来、このプログラムは、新
興国 110カ国以上で 1,000件余り
のプロジェクトを対象に、550行
を超える金融機関から 400億ドル
以上を動員しました。
 2012年度に動員した協調融資
は 27億ドルに上りました。これ
には、Bローンや並行融資も含ま
れ、その 38％が IDA適格国とフ
ロンティア市場での貸付に向けら
れました。協調融資の合計の 41％
はインフラ・セクターを対象とし
たものでした。また、投資家の幅
も広がり、新興市場の銀行 11行、
開発金融機関 3機関、西欧のファ
ンド 1件、中東の民間銀行 1行が
加わりました。IFCの 2012年度
の協調融資ポートフォリオの残高
は 112億ドルでした。

 

ストラクチャード・ファイナンス
IFCは、ストラクチャード商品や
証券化商品を利用して、本来であ
れば直ちにアクセスしにくく、費
用対効果の高い形態の金融を顧客
に行っています。こうした商品に
は、部分的信用保証、流動性向上
向けストラクチャード・ファシリ
ティ、ポートフォリオ・リスク移
転、証券化、イスラミック・ファ
イナンスなどが含まれます。IFC
は、ストラクチャリングに関する
専門知識と国際的に通用するトリ
プル Aの格付けを活かして、顧客
の資金調達筋の多様化、償還期間
の延長、希望の通貨建てでの融資
確保で顧客を助けています。

顧客のリスク管理サービス
IFCは、金利リスク、為替リスク、
あるいは一次産品価格の変動リス
クをヘッジするために、一連のデ
リバティブ商品を顧客に提供して
います。その際、顧客がリスク管
理市場の全商品にアクセスできる
よう、途上国の顧客とデリバティ
ブ市場のマーケットメーカーとの
間で仲介役を務めます。

ブレンド型金融
IFCは通常、ドナー・パートナーか
ら供与される譲許的資金に IFCの
自己資金を組み合わせて、様々な
イニシアティブのための資金調達
や、本来ならば不可能な開発成果
を達成しようとしています。このア
プローチは、気候変動、アグリビ
ジネスおよび食糧安全保障、中小
企業への金融という IFCの 3分野
の戦略的優先課題に適用されてい
ます。IFCは、譲許的資金と自己資
金を併合する方法をすでに 15年以
上行ってきました。2007年度以来、
ドナーから 2億 5,000万ドル以上
を導入し、それを触媒にして IFC
や民間セクターから合計 30億ドル
余りを調達しました。 

IFC は約 580 件の
プロジェクトに 

155 億ドル
の投融資を行 
いました。

IFC の GTLP は 
2009 年以来

210 億ドル
もの貿易を支援
しました。

IFC の協調融資
は  2012 年度に 

27億ドル
に達しました。
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民間セクター開発には、単なる金融
以上のものが必要です。アドバイ
ザリー・サービスは、新たな投融資
を開拓し、事業拡張や雇用創出を
促す上で大きな役割を果たすこと
が経験から明らかになっています。
 新興市場の民間セクターへの支
援に向け、IFCは、企業、業界、
政府に対し、助言、問題解決、研
修などを行います。IFCの経験に
よると、企業の発展には金銭的な
投資だけでは不十分なことが分
かっています。そのためには、起
業家を育成する規制環境の整備
と、ビジネスのベストプラクティ
スについての助言が必要となりま
す。この業務には、投資環境の向
上や、基本的インフラの強化策を
中央政府と地方政府に助言するこ
とが含まれます。さらに投融資先
の顧客のコーポレート・ガバナン
スや持続可能性の改善に向けた支
援も行います。
 IFCは 105カ国で 630件以上
のプロジェクトを活発に実施して
います。その資金はドナー・パー
トナー、IFC、顧客からの拠出金
で賄われています。2012年度の
アドバイザリー・サービス・プロ
グラムへの支出は、前年比約 8％
増の 2億ドル近くに達しました。
また、支出全体の 65％は IDA適
格国に、17％は紛争の影響下にあ
る脆弱な地域に向けられました。

業務分野
金融へのアクセス
IFCは、個人と零細・中小企業に
よる金融サービスの利用を拡大
し、経済的にするための支援を
行っています。その際の優先課題
は、顧客が幅広い金融サービスを
提供し、持続可能な成長と雇用に
必要な金融のインフラを構築でき
るようにすることです。2012年
度末における金融アクセス向けプ
ロジェクトの実施中のポートフォ
リオは 71カ国で合計 245件 
（2億 9,570万ドル）に上りました。
また、2012年度の助言プログラ
ムへの支出は約 6,300万ドルとな
り、その 64％は IDA適格国に、
16％は紛争の影響下にある脆弱な
地域に向けられました。

投資環境の整備
IFCは、各国政府が事業環境の改
善のための改革を実施し、投融資
を奨励・維持するための支援を行
うことで、競争力のある市場、成長、
雇用創出を促進しています。IFC
の優先課題は、投融資を妨げてい
る司法面・政策面の弱点を是正し
つつ、事業や貿易を行いやすい環
境を支える規制改革を策定し支援
することにあります。2012年度末
における投資環境の整備向けプロ
ジェクトの実施中のポートフォリ
オは 60カ国で合計 129件（2億
2,670万ドル）に上りました。また、
2012年度の助言プログラムへの支
出合計は 5,700万ドルで、その
77％は IDA適格国に、25％は紛争
の影響下にある脆弱な地域に向け
られました。

官民パートナーシップ
IFCは、インフラなどの基本的公
共サービスで、政府が官民パート
ナーシップを立案し実施する際の
支援を行います。IFCの助言は、
電力、水道、保健衛生、医療、教
育といった公共サービスの質と効
率を高めながら、そうしたサービ
スへのアクセス向上で民間セク
ターの潜在力を解き放つことによ
り、政府が長期的な経済発展と生
活水準の向上を実現できるように
します。2012年度末における官民
パートナシップ・プロジェクトの
実施中のポートフォリオは 46カ国
で合計 85件（1億 600万ドル）
に上りました。また、2012年度の
助言プログラムへの支出合計は
3,000万ドルで、その 55％は IDA
適格国に、13％は紛争の影響下に
ある脆弱な地域に向けられました。

持続可能なビジネス
IFCは、企業が環境・社会・ガバ
ナンスに関する慣行や競走上優位
に立つための技術を導入するのを
助けています。その際、市場の変
革と人々の生活の向上につなげる
ため、こうした慣行が幅広く取り
入れられるよう努めています。さ
らに、女性のビジネス促進や、小
規模農家と小企業の能力強化を支
援する一方、気候変動対策を見出
すため民間セクターに働きかけて
います。2012年度末における持続
可能なビジネス向けプロジェクト
の実施中のポートフォリオは 59カ
国で合計173件（2億6,580万ドル）
に上りました。また、2012年度の
助言プログラムへの支出合計は
4,800万ドルで、その 59％は IDA
適格国に、10％は紛争の影響下に
ある脆弱な地域に向けられました。

I FC  のアドバイ
ザリー・サー
ビス  

IFC のアドバイ
ザリー ･ サービ
スは 

105 カ国
で 630 件以上の
プロジェクト
を実施中です。

2012 年度末にお
ける持続可能
なビジネス向
けプロジェク
トの実施中の
ポートフォリ
オは

173 件
に上り 59 カ国
で（総額 2 憶
6,600 万ドル）
実施されま  
した。

アドバイザ 
リー･サービス･ 
プログラムの支
出全体の

65% 
は IDA 適格国に
向けられま  
した。



11

IFCの全額出資子会社である IFC
アセット・マネージメント社 (AMC)
は、途上国やフロンティア市場へ
の投資を目的に第三者の資金を動
員し運用しています。これらの市
場で長期資本の供給拡大を図るた
めに 2009年に設立された同社は、
IFCの開発目標を支援すると共に、
投資家に代わって利潤の上がる投
資を行っています。
 AMCは IFCと共に投資を行い
ますが、その投資はすべて、IFC
パフォーマンス基準に則って行わ
れます。その資金は、新興市場へ
の投資拡大を模索中であるか、
IFCの取引パイプラインや、投資
アプローチ、優れた収益率の実績
を利用したいという機関投資家か
ら調達します。IFCの株式投資の
平均内部収益率は過去 20年間に
わたり年間 20%を超えています。
 AMCは、途上国の生産性の高
い民間企業への投資資金を一段と
増やすことにより、IFCが中心的
開発マンデートの一つを達成する
のを助けています。また、IFCが
行える投融資の規模と件数を拡大
することにより、IFCの開発成果
も高めています。

 2012年 6月 30日現在の同社
の運用資産は約 45億ドルに達し
ました。AMCは、政府系ファンド、
年金基金、開発金融機関など、様々
な機関投資家に代わって資金を運
用しています。現在、同社の運用
下にあるポートフォリオは以下の
通りです。

AMC が運用する  
ファンド 

IFC 資本増強ファンド
IFCの 30億ドルの「資本増強ファ
ンド」は、約 13億ドルの株式ファ
ンドと約 17億ドルの劣後債ファン
ドで構成されています。2009年に
設立されたこのファンドは、新興
市場でシステム上重要とみなされ
る銀行を強化し、金融情勢の悪化
や景気後退局面に対応する能力を
高めるためのものです。このファ
ンドは、日本の国際協力銀行 (JBIC)
から 20億ドル、IFCから 10億ド
ルの拠出を受けて共同で立ち上げ
られました。設立から 2012年度
末にいたるまで、バーレーン、ホ
ンジュラス、マラウィ、モンゴル、
オマーン、パプアニューギニア、
パラグアイ、フィリピン、セルビア、
ベトナムの民間銀行 11行、そして
アフリカの地域銀行 1行を対象に、
総額 13億ドルの投資契約を結び
ました。

IFC アフリカ・ラテンアメリカ・ 
カリブ海ファンド  
2010年に立ち上げられた IFCの
10億ドルの「アフリカ・ラテンア
メリカ・カリブ海ファンド (ALAC)」
は、IFC、オランダの年金基金運用
機関 PGGM、韓国投資公社、アゼ
ルバイジャン共和国国家石油基金、

国連職員合同年金基金、アブダビ
投資庁、サウジ政府基金から資金
拠出のコミットメントを取り付け
ています。このファンドは、IFC
と共同で、サブサハラ・アフリカ、
ラテンアメリカ・カリブ海地域の
様々なセクターで株式投資を行い
ます。設立から 2012年度末にい
たるまで、合計 3億 6,100万ドル
の投資契約を結びました。

アフリカ資本増強ファンド
「アフリカ資本増強ファンド」は、
北アフリカおよびサブサハラ・アフ
リカでシステム上重要とみなされ
る商業銀行に投資するために 2011
年度に設立されました。このファン
ドには、アフリカ開発銀行、欧州投
資銀行、OPEC国際開発基金、ア
ブダビ開発基金、三井住友銀行、
英連邦開発公社などが投資を行っ
ています。2012年度末現在、 
ガーナとマラウィを対象に合計
1,150万ドルの投資契約 2件を結
んでいます。

IFC ロシア銀行資本増強ファンド
総額 2億 7,500万ドルの「IFCロ
シア銀行資本増強ファンド」は、
ロシアでの認可商業銀行、銀行持
株会社、その他銀行に関連した投
資手段（いずれも民間所有である
か、あるいは民営化が予定された
国営企業）に投資するために
2012年 6月に設立されました。
現在、IFC、ロシア財務省、そし
て同国の Vnesheconombankから
拠出コミットメントを取り付けて
います。

IFC アセット・
マネージメン
ト社  

IFC のエクイ
ティ投資の平
均内部収益率
は年間 

20% 
を超えています。

AMC の 2012年度
末の運用資産は

45 億ドル
に上ります。
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産業に関する専門知識

持続可能な民間セクター開
発における IFCの主導的な
役割には一つの大きな利点
が存在します。それは、新
興市場の企業の成功と成長
への支援で 50余年にわたり
蓄積されてきた深遠で幅広
い知識が反映されているこ
とです。

IFCは、気候変動や失業、
食糧と水の安全保障など、
今後の重大な開発課題に取
り組むにあたり、グローバ
ルな産業知識を活かすこと
に乗り出しました。  

アグリビジネス・林業  
アグリビジネスは貧困削減に重要な役割
を果たします。農業セクターは、多数の
途上国で GDPと雇用の半分を占めるこ
とがよくあります。アグリビジネスが
IFCの戦略的優先課題であるのはまさに
そのためです。
 IFCは、環境面で持続可能であり社会
的には貧困層に配慮した形で、民間セク
ターが食糧の需要増大と価格高騰に取り
組めるよう支援を行っています。また、
農産品の持続可能な生産というグローバ
ル・イニシアティブもサポートしていま
す。農家が在庫、種子、肥料、農薬、燃
料の購入資金を借り入れられるよう、顧
客に運転資金のファシリティも提供して
います。貿易振興とコスト削減を促進す
るため倉庫や冷蔵施設といったインフラ
向け投融資も行っています。さらに、持
続的に作物を栽培できる土地とするた
め、技術移転や最善な資源利用を通して、
生産性の向上も助けています。
 IFCは業界のベストプラクティスに沿
い、責任ある生産の基準（ベンチマーク）
を設定する上でも企業を支援します。
2012年度のアグリビジネス・林業向け
新規投融資契約は 10億ドルをやや上回
り、IFCの自己勘定による投融資契約の
約 7％を占めました。

金融市場
健全な金融市場は、資源の効率的配分、
雇用創出、経済成長促進を可能にするた
め、開発には不可欠な存在です。
 近年の世界経済危機により、金融市場
では、IFCの重要性が浮き彫りになりま
した。世界の雇用の半数以上を担う中小
企業はクレジットラインの減額や解消に
直面し、投資家は資本市場から遠のきま
した。そこで、IFCはその対応に乗り出
しました。

 IFCの主眼は中小企業、マイクロファ
イナンス、貿易、気候変動などにおかれ
ています。マイクロファイナンスへの投
融資では主導的な存在です。貧しい人々
を助け、重要な開発課題に取り組むため、
革新的な商品も開拓しています。また、
世界金融危機に伴い、住宅金融方面の投
融資の建て直しと資本市場の育成も進め
ています。2012年度の金融市場向け投
融資契約の合計は約 34億ドルで、IFC
の自己勘定による投融資契約の約 22％
を占めました。

消費者・社会サービス
民間ヘルスケアと教育は人材育成と経済
発展の基礎となります。ヘルスケアは生
活の向上に重要な役割を担うほか、教育
は貧困削減と人的資本の構築の強力な手
段となります。
 IFCはこれらのセクターへの投融資で
は世界最大の国際機関となっています。
その際、観光、小売業、不動産など雇用
を生み出すセクターの強化を助ける傍
ら、質の高いヘルスケアと教育へのアク
セス拡大にも努めています。また、質と
効率の基準向上、ベストプラクティスの
情報交換促進、経験豊富な技術者のため
の雇用創出も支援しています。IFCの重
点課題は、顧客企業による開発成果の拡
大を助けることです。
 IFCの役割には、社会的責任を全うす
る企業への直接的投融資に加え、産業知
識の共有、小企業への資金供与、医療・
教育水準の向上、顧客による低所得層向
けサービスの拡充などが含まれます。
2012年度の消費者・社会サービス向け
新規投融資契約は約 14億ドルに達し、
IFCの自己勘定による投融資契約のほぼ
9％を占めました。



13

 IFCは、国内市場の有力企業であるか、
そうなる可能性を秘めた製造セクターの
顧客に照準を絞っています。中所得国で
は、現地の二番手の企業やクロスボーダー
型投融資への支援を増やしています。こ
の産業には、炭素排出量が最も多い部門
が含まれているため、排出量とエネルギー
消費量の削減に役立つ投融資を策定し実
施する面でも顧客を助けています。

2012年度の製造セクター向け新規 
投融資契約は 10億ドルをやや上回り、
IFCの自己勘定による投融資契約のほぼ
7％を占めました。

石油・ガス・鉱業  
世界の多くの最貧国にとって自然資源採
取産業は不可欠な存在です。この産業は、
雇用、エネルギー、政府歳入、さらに地
元経済に様々な利益をもたらす重要な源
泉となっています。特にアフリカでは、
この産業に持続可能で大規模な投資を行
えば、それに等しい規模の経済発展が可
能になります。
 石油・ガス・鉱業・化学セクターでの
IFCの使命は、この発展を途上国で実現
するための助力となることです。IFCは
民間セクターの顧客に投融資と助言を提
供しますが、政府に対しても、効果的な
規制導入や、バリューチェーン全体でこ
の産業を管理するための能力強化につい
ての支援を行っています。
 IFCは、この産業への民間投資を助け
たり、地元コミュニティが身のある恩恵
を享受できるよう尽力しています。また、
現地の小企業の育成、プロジェクトの長
期的な開発利益を高めるためのコミュニ
ティとの関わり、腐敗と闘うための透明
性とガバナンス促進の面でも貢献してい
ます。2012年度の同セクター向け新規
投融資契約は 4億 9,100万ドルで、IFC
の自己勘定による投融資契約の約 3％を
占めました。

インフラストラクチャー
近代的なインフラは、経済発展を促し、
生活水準を高めるほか、急激な都市化や
気候変動など、現在台頭しつつある開発
課題に取り組む上で重要な役割を果たす
ことができます。
 インフラはまた、民間セクターが大き
く貢献できる領域でもあり、多数の利用
者に基本的サービスを効率的かつ経済的
に、しかも採算をとりながら提供するこ
とができます。IFCの主眼は、民間のイン
フラ・プロジェクトを支援することです。
そのビジネスモデルは、斬新で、強い影
響力をもつ上、幅広い普及が可能です。
 IFCは、インフラ向けプロジェクトに
投融資を行ったり、政府に官民パート
ナーシップに関する助言を行うことで、
電力、輸送、水へのアクセス拡充に役立っ
ています。また、困難な市場で斬新なプ
ロジェクトや官民パートナーシップを立
案することにより、付加価値も提供して
います。さらに、リスクの緩和や、特殊
な金融の組成といった能力の活用も行っ
ています。2012年度のインフラ向け新
規投融資契約は約 14億ドルで、IFCの
自己勘定による投融資契約の約 9％を占
めました。

製造  
製造セクターは途上国での雇用創出と貧
困削減に不可欠な役割を果たします。こ
のセクターの顧客は、他のセクターより
多くの雇用を生み、確保できる傾向にあ
ります。
 IFCはこのセクターでの活動を広げて
います。これには、建設資材、省エネ型
機器、薬品、太陽光・風力発電が含まれ
ます。また、新製品や新市場を開拓する
企業や、国際的競争力をつけるためにリ
ストラや近代化を進める企業に投融資を
行います。

通信・情報技術
近代的な情報・通信技術の発達により、
貧しい人々もサービスやリソースに容易
にアクセスできるようになりました。こ
うした技術は機会を拡大し、市場や機構
を一段と効率化します。
 IFCは、持続可能な経済発展、優れた
ガバナンス、貧困層を配慮した社会作り、
貧困削減の促進のために、これらの技術
の利用度を高めようとしています。それ
に伴い、近代的な通信インフラの構築、
情報技術ビジネスの設立、温暖化防止技
術の開発に力を入れる民間企業に資金を
投入します。
 IFCはまた、国境を越え他の途上国に
進出する顧客への支援を一段と増してい
ます。2012年度における同セクターで
の新規投融資契約は約 2億 4,700万ドル
でした。
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I FC のパフォー  
マンス基準

1
環境・社会リスクとその影響の  
評価および管理  

2
労働および労働条件

3
資源の効率および汚染防止

4
地域社会の保健衛生・医療および  
安全の確保

 

5
土地の取得と非自発的な再移住

6
生物多様性保全ならびに生物自然資
源の持続可能な管理

7
先住民  

8
文化遺産

基準の設定

IFC のパフォーマンス基準
自然資源への需要増大。人口増加。貧富
の差。気候変動。これらはどれも、民間
セクターを交えた長期的かつ戦略的な対
応が必要となる課題の一例です。
 IFCは、急速に変化する世界で、成長
とイノベーションの機会を見出そうとす
る企業を助ける傍ら、持続可能な形でビ
ジネスを進めれば、プラスの開発効果を
もたらすと確信しています。IFCのパ
フォーマンス基準は、顧客が持続可能な
方法でプロジェクトを実施するうえでの
役割と責任を定義したものです。
 この基準は、企業がリスクと潜在的な
効果を見極めるときに役に立ちます。さ
らに、ビジネス、投資家、環境、コミュ
ニティのためになる良好な解決策を見出
す際の助けとなります。これには、省エ
ネによるコストの削減、環境と社会に
とって健全な商品・サービスを通した収
益と市場シェアの向上、積極的な関わり
を通じたステークホルダー同士の関係改
善などが含まれます。
 これらの基準は、安全な労働環境、清
潔な水、コミュニティへの効果的な関与
などを通して、途上国の人々の暮らしに
貢献します。
 IFCのポートフォリオを見ると、適切
な環境・社会パフォーマンスと長期的な
財務パフォーマンスとの間には相関関係
が成り立つことが分かります。IFCの顧
客もこれに同意し、この基準の利益を確
認しています。最近の調査によると、
IFCの環境・社会規定が長期的にビジネ
スのために役立ったと答えた顧客が
93％に上りました。
 IFCのパフォーマンス基準は、2006
年に実施されて以来、民間セクターにお
ける環境・社会リスク管理の主要ベンチ
マークとして全世界で認められるように
なりました。
 加えて、欧州の 15の開発金融機関と、
経済協力開発機構 (OECD)加盟国での
32の輸出信用機関が、業務の推進にお
いて IFCパフォーマンス基準を参照して
います。バングラデシュ、カナダ、中国、
ベトナムなどの政府は、金融業と資源採
取産業を中心に、企業が持続可能な運営

へと移行する際の指針として IFCの基準
を活用しています。

IFCの 8つのパフォーマンス基準は、
IFCの「持続可能性枠組み」（36ページ
参照）の一部となっています。この枠組
みは、18カ月間にわたる協議プロセスを

経て改訂されました。この改訂版は
2012年 1月 1日付で発効しました。 
これに関する詳細はウェブサイトをご覧
ください (http://www.ifc.org/
performancestandards)。
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コーポレート・ガバナンス
IFCの顧客や途上国の民間セクター全体
でコーポレート・ガバナンスを改善させ
ることは、IFCの優先課題です。
 取締役の行動改善、株主の権利強化、
リスク管理と情報開示の促進をめぐるベ
ストプラクティスに関しては助言を提供
しています。また、規制当局や証券取引
所など、コーポレート・ガバナンスの改
善に関心のある主体にも助言を行ってい
ます。特にアフリカ、ラテンアメリカ、
南アジアなど支援が行き届いていない地
域では、コーポレート・ガバナンス・プ
ログラムの拡充を図っています。
 IFCは、その豊かな経験により、途上
国の民間セクターの現実に沿った形で国
際的な原則を適用することができます。
その結果、新興市場で業務を展開する開
発銀行や他の投資家は今や、コーポレー
ト・ガバナンスについての指導を IFCに
求めるようになりました。
 そのための対応法は様々です。リスク
と機会を評価するシステム「IFCコーポ
レート・ガバナンス方法論」を通した対
応もその一例です。この種のシステムと
しては開発金融機関中で最も進んだもの
といわれる、この方法は現在、困難な市
場で業務を進める 29の開発金融機関に
よって実施されており、コーポレート・
ガバナンスに対する共通の対応の基盤と
なっています。
 IFCはまた、マルチドナー型信託基金
ファシリティ「グローバル・コーポレー
ト・ガバナンス・フォーラム」と途上国
の地域プロジェクトを通して、政策・規
制担当者、主な企業経営者組織、ビジネ
ス・メディアなどにコーポレート・ガバ
ナンスの課題を普及する支援も行ってい
ます。そのほか、顧客のニーズに対応で
きるコーポレート・ガバナンスのツール
や商品の開発も進めています。

持続可能な農業
企業が土地や水などの自然資源をどのよ
うに利用して、人口増加に見合うだけの
雇用や食料を提供していくかは、未来の
世代に甚大な影響を与える可能性があり
ます。
 IFCは顧客やパートナー機関と協力し
て持続可能な農業の促進に努めていま
す。持続可能な生産に関する世界的なコ
ンセンサスの構築、各種の産品の生産・
加工・販売に適用する基準の向上は IFC
の支援の一例です。
 2004年に設立された「持続可能な
パーム油のための円卓会議」といった農
産品に関する会議もサポートしていま
す。2009年 11月には、インドネシア
のパーム油生産者協会、Unilever、
HSBC、世界自然保護基金 (WWF)、
Oxfamなどとの協働作業が実って、初の
持続可能なパーム油の認証が可能になり
ました。それ以来、世界の供給量の約
11％に当たる 570万トン以上のパーム
油が認証を受けました。
 IFCの環境・社会基準は、企業が責任
をもって生産に携わりながら業績の改善
に努める際に役に立ちます。例えば、エ
チオピアでは、コーヒーの栽培に当たる
多数の農家がコーヒー豆の品質と生産量
を改善して所得向上を図ることができる
よう、非政府組織である TechnoServeと
協働しました。
 IFCの助けにより、エチオピアのコー
ヒー組合は水消費量を削減し、排水管理
を改善しました。TechnoServeの支援を
受けた 49カ所のコーヒー組合は、全て
が持続可能なコーヒーの認証を受け、
Starbucksへの納入が可能になりました。
高い持続可能性基準を追求したおかげ
で、これらの組合は、新市場にアクセス
でき、高価格でコーヒーを納入できるよ
うになったのです。
 IFCはまた、労働条件、安全性、生物
多様性といった課題に関連したサプライ
チェーンの強化でも顧客と協働していま
す。これに伴い、150種の産品を対象に、
環境・社会面の国別リスクを示す世界地
図を作成しています。

エクエーター原則

世界の金融機関 77社によって導入
されている環境・社会リスク管理の
枠組み「エクエーター原則（赤道原
則）」は、IFCの基準に基づくもの
です。



途上世界で最も脆弱な
立場にある人々の貧困
を緩和し、機会を創出
するという IFCのコミッ 
トメントは、組織の 
風土にも反映されて 
います。 

IFCの職員と業務の進め方
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IFCが経験から教訓を学び、新たな
課題に挑戦してきたことは過去の経
歴が示しています。IFCの職員は、
かつてなく開発成果の最大化という
課題への取組みに適した立場にあり
ます。職員の半数以上は顧客や地域
社会に近い途上国の現地事務所で活
動しています。さらに、職員の 3分
の 2近くは途上国の出身者であり、
文化的な背景もこれまでになく多様
です。

THE IFC WAY 

健全な組織風土は、どの組織にお
いても、成功し困難な新情勢に適
応する能力育成の機軸となります。
「The IFC Way」は、IFCの組織風
土とブランド名の在り方を述べ、
定義し、堅固なものとする方法で
あり、運営上の意思決定を伝える
際に、全地域のあらゆるレベルの
職員と積極的に関わるプロセスを
指します。それには、IFCのビジョ
ン、中心となる企業価値、目的、
業務の推進方法が含まれます。

IFC のビジョン
貧しい人々にも貧困から脱出し生
活の向上を図るチャンスがあるべ
きです。

IFC の価値観

優秀さ、コミットメント、倫理観、
チームワーク 

IFC の目的
人々が貧困から脱却し生活向上を
図るためのチャンスが与えられる
よう、以下を通して貧困層を配慮
した持続可能な成長を達成する手
段を促すための触媒となります。

• 民間企業の発展を目的に他の資
金を動員する。
• 競合的で開かれた市場を途上国
で促進する。
• 不足が発生した時に企業や民間
セクターのパートナーを支援する。
• 貧しい人々と脆弱な立場にある
人々に生産性の高い雇用と基本的
サービスを提供するための支援を
行う。
この目的を達成するため、IFC

は、企業への介入（直接投資、ア
ドバイザリー・サービス、IFCア
セット・マネージメント社）、世
界的な集合的アクションの促進、
ガバナンス強化と基準設定、事業
環境整備業務を通じて、開発成果
を高める解決策を提供します。

業務の推進方法
• 変化の激しい世界で顧客の成長
を支援する。
• 良い事業は持続可能であり、持
続可能性の確保は良い事業である。
• IFCは単一の組織であり、チー
ムであり、その目標も一つである。
• 多様性は価値を作り出す。
• 機会創出にはパートナーシップ
を結ぶ必要がある。
• 世界的知識、現地のノウハウ。
• 革新性は危険を踏む価値がある。
• 経験から教訓を学ぶ。
• 業務は賢明に楽しく進める。
• 遠過ぎるフロンティア、難し 
過ぎるフロンティアなどは存在し
ない。
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IFCの開発目標 (IDG)は、IFCが
署名または調印したプロジェクト
の実施期間中に、支援を浸透させ
たり、アクセスを拡大したり、他
の期待される具体的な開発結果を
達成するための目標を指します。
 これらの目標の中には試験段階
のものもありますが、どれも戦略
的な管理ツールとしてしだいに利
用されつつあります。例えば、今
年、2013～ 15年度の戦略を策定
する際、各局は単に投融資の契約
高とか助言業務の目標を設定した
のではなく、IDGの目標について
も検討しました。
 この目標はまた、職員同士が各
自の部局やアドバイザリー業務分
野を超えて協力する励みとなり、
IFCの開発成果を一段と高める横
断型でプログラム ･ ベースのアプ
ローチをとる上でも有効であるこ
とも分かりました。
 IFCの開発目標はプロジェクト
全体を包括しようとするものでは
ありません。しかし、これが戦略
的な管理ツールとして有用である
ためには大部分の業務が含まれて
いる必要があることも否めませ
ん。そのため、IFCは大半の活動
を包括することを目指していま
す。IDGが随時、約束通りの結果
を出したかどうかを確認する際

開発成果の測定方法

IFCの業務の結果を測定することは、
その戦略が効を奏しているかどうか、
そして援助を最も必要としている
人々や市場に届いているかどうかを
理解する上で極めて重要です。

IFCの結果測定システムは、その
戦略と業務上の意思決定に方向性を
与えることに役立ちます。これには、
IFCの開発目標、開発結果の測定の
ための追跡システム、そして活動の
結果および成果の評価システムとい
う相互に補完する 3つの要素があり
ます。開発結果の測定のほかに、プ
ロジェクトに与える独自な優位性と
利点、すなわち IFCの「付加性」も
追跡しています。

このような意識的かつ組織的な
アプローチを用いることで、プロジェ
クト ･ サイクルの全体を通じた進捗
状況の追跡が可能になる上、今後の
目標設定とプロジェクトの設計を向
上するために、そこから学んだ教訓
を業務に取り入れることができます。
このアプローチはまた、IFCの取り
組み方を以前にも増して結果を重視
するものとし、ステークホルダーへ
の透明性と説明責任を高めるために
も極めて重要となります。

IFC の開発目標
は、IFCの追跡および評価システ
ムが利用されます。
 昨年 9月に開催されたアウト
リーチ ･ イベントでは、この目標
についての建設的なフィードバッ
クを外部のステークホルダーから
受け取りました。彼らの推薦に基
づき、目標と指標にいくつかの修
正を加えました。また 2年間の試
験中に学んだ教訓を反映させた変
更も行いました。さらに目標をあ
まり複雑にせずに、投資環境の整
備など IFCの他の優先分野をいか
に取り入れるかという課題につい
ては、検討が続いています。
 一方、この目標が設定されたた
めに、浸透範囲の広い大型プロ
ジェクトの方が、より困難な事業
環境をもつ小国のプロジェクトよ
り偏重されるのではないかという
懸念に対処するため、小国や貧困
国のプロジェクトに適切な加重値
を適用するといった方策が現在テ
ストされています。
 さらに、顧客が達成した成果の
うち、どの程度が IFCの業務に帰
属するかを捉えるため、貢献度の
ルールが、IFC開発目標の試験的
実施と並行して、各局のスコア
カードの中でモニターされていま
す。これらのルールの一部は、
IFCの投融資の相対的規模と、融
資か出資かといった具体的な資金
タイプに基づいています。
 IFCは、保健衛生 ･ 医療 ･ 教育
と金融サービスという 2つの IDG
目標を 2013年度に試験期間から
本格的実施へと移行させました。
加えて、経済成長についての具体
的な IDG目標も現在策定していま
す。その他の IDGは 2014年度に
実施される予定です。

目標

追跡評価
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IFCは、投融資とアドバイザリー ･ サー
ビスの開発結果をモニターするために
「開発結果追跡調査システム (DOTS)」を
使用しています。民間セクター開発を重
視する国際金融機関の間では、DOTSは、
開発結果の測定を行う代表的システムと
なっています。
 投融資サービスでは、特定の例外を除
き、監督下の企業 1,535社が追跡されて
います。本報告書では、2003～ 2008年
までに承認された、より最近で重要性の
高い円熟期にある投融資およそ 720件の
うち 668件に的が絞られました。2012
年度の評価には、顧客の 2011年のデー
タと実績が反映されています。投融資の
対象期間は毎年、1年ずつシフトされます。
また、IFCのポートフォリオにある実施中
の投融資全体が、現在どのような形で浸
透したか（開発成果の広がり）について
も掲載しています。この広がりを示す指
標は、IFCの投融資の規模を問わず、そ
の顧客の支援が何人の人々に浸透したか、
あるいは、特定のステークホルダーにど
れほどの経済的利益をもたらしたかを測
定するものです。
 DOTSの追跡対象とならないプロジェ
クトには通常、既存プロジェクトの拡張
版、分割されたプログラム、さらに売買
権取引のような特定の金融商品が含まれ
ます。
 IFCは、ポートフォリオ全体の開発結
果を報告し、その審査を外部企業に実施
させた初の多国間開発銀行です。今年は、
DOTSの枠組みを「グローバル ･ トレー
ド ･ ファイナンス ･ プログラム」にも適
用したことに伴い、IFCは、貿易金融の
開発結果を、単にプログラム ･ レベルで

IFCの開発目標

1: アグリビジネス 
持続可能な農業のための機会の増加
または向上

2:  保健衛生 ･ 医療 ･ 教育 
ヘルスサービスと教育サービスの 
向上

3: 金融サービス 
個人、零細企業、中小企業の顧客に
よる金融サービスへのアクセス向上

4: インフラストラクチャー 
インフラサービスの増加または向上

5: 経済成長 
IFCの顧客が自国経済にもたらす付
加価値の向上

6: 気候変動 
温室効果ガスの排出量の削減

結果のモニタリン
グと追跡

はなく、プロジェクト ･ レベルで測定し
始めた最初の機関でもあります。
 アドバイザリー・サービスでは、
2006年度までさかのぼり、完了済み、
保留中、そして現在実施中のプロジェク
トがすべて DOTSの対象となります。
2012年度の評価には、2011年に完了
報告書が提出された 166件の審査結果
に基づき、評価可能と判断された 133
件が対象となりました。また移動平均値
は、2009～ 2011年（暦年）の間に完
了報告書が提出された 529件の審査結
果に基づき、評価可能と判断された 414
件に基づきました。開発効果の評価が不
可能だったプロジェクトは、顧客以外の
実施プロジェクトであったか、審査日ま
でに開発の成果と結果を得られなかった
ものでした。

評価から学んだ教訓をプロジェクトや戦
略に活かして、IFCの投融資とアドバイ
ザリー ･ サービスの開発成果を一段と高
めていくには、組織的に評価を進めるこ
とが不可欠となります。評価を行うと、
成功や失敗の要因が明らかになるため、
IFCの使命の達成の際に、もっとすべき
ことと避けるべきことを把握するのに役
立ちます。
 IFCの評価の対象はこれまで助言プロ
ジェクトが中心でした。IFCは現在、学
習の機会を最大限に追及することを目的
に、投融資と助言プロジェクトの両方を
網羅する新しい評価戦略を実施していま
す。この新戦略には主な目的が 4つあり
ます。(1) IFCの開発成果を信頼される
形で明示する。(2) IFCの介入の効果を
最大限に高める方法を学ぶ。(3) 顧客と
パートナーに利用価値のあるビジネス情

結果の評価
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IFCの投融資業務の開発成果は、
主に世界金融危機や欧州の金融危
機、中東 ･ 北アフリカでの情勢を
受けて前年は評価が低下しました
が、2012年度は基本的には安定
したものでした。IFC全体の開発
成果のスコアは 68％で、IFCの長
期的目標である 65％を引き続き上
回りました。
 地域別 ･ セクター別の評価もほ
ぼ順調に推移しました。IDA適格
国での評価は、主に中央アジアと
中東 ･ 北アフリカで IDAプロジェ
クトが堅実な実績を上げたため、
前年の 59％から本年度は 65％へ
と飛躍しました。IDA諸国の事業
環境は困難です。そのため IFCは
助言業務を併用して投融資を行う
ことが多くあります。両者を組み
合せると、良好な開発成果を達成
するチャンスが高まるという分析
結果が出ています。
 地域全体のスコアはわずかな変
化しかみられませんでしたが、地
域別の動きはまちまちでした。サ
ブサハラ ･ アフリカと南アジアで
は全域で金融市場の開発成果が向
上しました。前者では、このセク
ターに一段と戦略的なプログラム
型アプローチを用いたためといえ
ます。製造面の評価は両方の地域
で低下しました。南アジアの製造
セクターは、インドでの景気後退
の影響を受け、顧客の業績に打撃
を与えました。
 ヨーロッパ ･ 中央アジアでは、
中央アジアのプロジェクトのスコ

報を提供する。そして (4) 外部の
活動家と知識の交換を図ること 
です。
 特にこの新戦略は、IFCの業務
が貧困削減に与えた効果の中で 
もモニタリングと追跡だけでは捉
えることのできない効果を重視し
ます。
 IFCは 2005年以来、業務全体
の自己評価を正式に実施してきま
した。それ以来、評価作業に投じ
た費用は着実に増しています。こ
の作業は、プロジェクト別、プロ
グラム別、課題別のみならず、ド
ナー拠出型のファシリティ別、国
別、地域別でも実施されています。
 評価作業のほとんどは、IFCの
評価担当者の監督の下で、外部の
評価専門家の主導により、ベスト
プラクティスのアプローチに基づ
いて進められます。さらに評価の
予定作成と実施は IFCの職員の協
力の下で行われ、その結果は可能
な限りプロジェクトやプログラム
の初期段階で各々の設計の中に組
み入れられます。
 この新規の評価戦略は、独立評
価グループ (IEG)の業務（30ペー
ジ参照）を補完するものです。
IFCの理事会に直属するこのグ
ループは、それ自体でも評価を行
い、経験から学んだ教訓を提供し
ます。IEGの評価には、IFC自身
が行ったモニタリングや評価の結
果も取り入れられています。IFC
の評価担当者は、ワーク ･ プログ
ラムの検討、知識の共有、そして
可能な場合は業務の連携など、
IEGと緊密に協働しています。

投融資の成果結果の監視方法

DOTSは、プロジェクト・サイクルを通じて、リ
アルタイムで開発結果を追跡します。IFCの担当
者は、プロジェクトの立ち上げの際に、適切な
指標を定め、プロジェクトのベースラインと目
標を設定します。監視期間中は終始、進捗状況
を追跡します。そのため、プロジェクトの完了
までフィードバックをリアルタイムで業務に反
映させることができます。
本報告書には、IFC全般、地域別、産業別、

業務分野別で、高い評価（すなわち上位半分の
評定）を受けたプロジェクトの割合 (%)――
DOTSスコア――が掲載されています。
投融資サービスでは、全体的な DOTSスコア

は、4つのパフォーマンス領域（財務、経済、環
境 ･ 社会パフォーマンス、および民間セクター
による幅広い開発成果）を総合したものです。
また各パフォーマンスは、標準化された産業別
指標に基づいて実際の結果を期待値と比較した
ものです。プロジェクトが高い評価を得るには、
当該国の開発に貢献する必要があります。
アドバイザリー・サービスにおける全体的な

DOTSスコア、すなわち開発効果の評価は、全
般的な戦略的重要性、効率、有効性（プロジェ
クトのアウトプット、成果、影響で測定）を総
合したものです。当初に意図した結果は、プロ
ジェクトの完了時に実際の結果と比較されます。
中期的結果や長期的な成果などは、プロジェク
トの完了時には不明である場合があり、そうし
た結果は完了後に検証することが可能です。
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通信・メディア ･ テクノロジーの
プロジェクトの評価は 8ポイント
低下し 56％となりました。また
石油 ･ ガス ･ 鉱業のプロジェクト
の評価は 14ポイント落ち込み
69％となりました。
 通信 ･ メディア ･ テクノロジー
のセクターでは、高リスクのベン
チャーキャピタル型の IT（情報技
術）投資が行われたことを反映し、
東アジア ･ 太平洋地域と南アジア
でパフォーマンスが最も大きく低
下しました。また、石油 ･ ガス ･
鉱業セクターでは、サブサハラ ･
アフリカとラテンアメリカにおけ
る新規プロジェクトが低迷した
上、成功していたプロジェクトが
評価の対象外となったため、パ
フォーマンスが落ち込みました。
 しかし、これらのセクターでは、
顧客が引き続き支援の手を広げて
います。石油 ･ ガス ･ 鉱業に携わ
る IFC顧客は、前年比でほぼ
30％増にあたる約 2,200万人にガ
スを供給しました。これらの顧客
は、他のセクターの顧客を上回る
60億ドルもの税収を政府にもた
らし、10万人以上を雇用しました。
 間接的に創出した仕事の数はさ
らに高い可能性があります。IFC
が実施した数件の調査によると、
サプライチェーンや流通ネット
ワークから生み出される間接的な
仕事は、直接的な雇用の何倍にも
及ぶことが多いという結果が出て
います。また、ガーナの IFC顧客
が行った調査では、当該顧客が採
掘業で 1人を雇うと、経済全体で
28人分の仕事が支援されたという
結果が出ています。
 金融市場とファンドでは、評価
の対象となったポートフォリオ中
の既存プロジェクトのパフォーマ
ンスが向上したため、スコアが改
善されました。これは、欧州危機
を受け、少なくともヨーロッパで
銀行の監督が強化されたためだと
もいえます。銀行の実績が伸びた
ことで、IFC顧客が提供する中小
企業向け貸付の件数が 2倍以上に

アが大幅に改善され 29ポイント
も増大し、IDA適格国での成果を
引上げました。これは主に戦略的
な重点課題に注力したためです。
中東 ･ 北アフリカでも、主として
製造、サービス、金融市場で良好
な実績を上げたことで、評価が安
定しました。しかし、この地域の
政治的 ･経済的な不確実性により、
特にエジプトとチュニジアでは、
顧客の財務パフォーマンスに引き
続き悪影響を及ぼしています。
 東アジア･太平洋地域では、フィ
リピンの金融市場で新規プロジェ
クトの実績が伸びたことと、中国
の製造、アグリビジネス、サービ
ス分野で既存プロジェクトの実績
が堅調だったことを受け、評価が
向上しました。 
 ラテンアメリカ ･ カリブ海地域
では、米国経済の回復に伴いメキ
シコで開発成果が改善されまし
た。しかし、資源採掘産業と金融
サービスでは、一部の初期段階に
あるプロジェクトが独自な問題に
直面したため、全体的なパフォー
マンスがやや低下しました。
 顧客は、引き続き支援の手を広
げることで開発成果に大きく貢献
しました。サブサハラ ･ アフリカ
では、支援を受けた農民の数が
2011年（暦年）に 50％近く増え、
IFC全体の 20％にあたる 38万人
に達しました。ヨーロッパ ･ 中央
アジアでは、零細 ･ 中小企業向け
の貸付が 110万件から 260万件
に増大しました。さらにアジアで
は、この貸付が 340万件から 1,100
万件に飛躍しました。ラテンアメ
リカ ･ カリブ海地域では、水道の
利用者数が前年より 37％増加し
1,300万人に達しました。また中
東 ･ 北アフリカでは、IFC全体の
20％にあたる 1,700万件の電話が
顧客により敷設されました。
 セクター別の評価も基本的に安
定して推移しました。一方、スコ
アの低下が最も激しかったのは、
通信 ･ メディア ･ テクノロジーと
石油 ･ ガス・鉱業の分野でした。

雇用創出について知見の拡充

IFCでは、民間セクターがいかにして仕事を生み
出すかをより深く理解するために調査を実施し
ています。この調査結果は、IFC戦略と民間セク
ター開発の立案のために利用されます。この結
果はまた、世銀グループの報告書「世界開発報
告 2013：仕事」にも伝えられます。

IFCには雇用の創出に関しある程度の知識が
ありますが、どの環境で何が最も効果を上げるの
かという点では十分に分かっておりません。例え
ば、どのような活動（直接投資、サプライチェー
ンの強化、金融やインフラへのアクセス向上、投
資環境の整備）が、仕事の創出に最大の効果を上
げる可能性があるのか、そして異なる活動が、女性、
若者、貧しい人々を含めた様々な社会グループに
どう影響するのかといった点です。
この結果は 2012年 12月に発表される予定で

す。以下は当初の調査結果の一例です。

企業は雇用の創出にあたり主に 4つの 
障害に直面します。

• 金融へのアクセス：特に零細 ･ 中小企業にとっ
て深刻です。
• インフラへのアクセス：ことに低所得国では
安定した電力が不足しています。
• 投資環境：複雑で費用のかかる法規により事
業の設立と拡張が阻害されています。
• 教育とスキル：労働者が十分な訓練を受けて
いないため雇用の妨げになっています。

IFCの顧客企業は間接的に重大な影響 
を及ぼす可能性がありますが、それを 
測定するのは困難です。

IFCの顧客は2011年に250万人を直接雇いました。
• しかし、間接的にも大きな影響を与える可能
性があります。例えば、ガーナの IFC顧客であ
る金採掘企業では 1人雇うたびに、幅広い経済で
28人分の仕事が支援されたという結果が出てい
ます。
• こうした間接的な恩恵は国と産業によってば
らつきがあります。
 この調査についての詳しい情報はウエブサイト
(www.ifc.org/jobcreation)をご覧ください。
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増え、430万件に達しました。マ
イクロファイナンス ･ ローンの数
も 80億件から 200億件以上に増
大しました。
 アグリビジネス ･ 林業のプロ
ジェクトは大半の地域で改善がみ

られました。製造セクターでは、
主に東アジアのプロジェクトの貢
献により、評価が向上しました。
効果の広がりにおいては、製造、
アグリビジネス、サービスの各セ
クターで、100万人以上の雇用が

直接生み出され、その約 30％が
女性でした。今年はまた、前年比
でほぼ 70％増にあたる 1,200万
人の患者が顧客により支援されま
した。

DOTS のパフォーマンス ･ カテゴリ：投融資サービス

		  目標と対比するための具体的な 
パフォーマンス ･ カテゴリ	 一般指標と基準	 指標例

財務パフォーマンス	 出資者への見返り、例：平均調達コスト 投資資本利益率、自己資本利益率、予定通り・  
	 （加重後）以上の利益率	 予算通りに実施されたプロジェクト

経済パフォーマンス	 社会への貢献：例：経済的リターン	 投資資本収益率、基本的サービスの受益者数、 
	 10％以上、加重後の平均資金コスト	 小企業向けローン数、雇用者数、納税額

環境・社会パフォーマンス	 プロジェクトが IFCのパフォーマンス	 環境・社会面の管理向上、排出量または排気 
	 基準を遵守	 量、コミュニティ開発プログラム

民間セクター開発効果	 プロジェクトの対象企業への影響を超えて、	 デモンストレーション効果（他の企業が新しい 
	 プロジェクトが民間セクター開発に	 方策、商品、またはサービスを見習った例）、他  
	 どれほど貢献したか	 の民間企業へのリンク、コーポレート・ガバナン  
		  ス改善 

DOTS のパフォーマンス ･ カテゴリ：アドバイザリー・サービス

		  目標と対比するための具体的な 
パフォーマンス ･ カテゴリ	 一般指標と基準	 指標例

戦略的重要性	 地元、地方、国家経済に与える潜在的影響	 国別戦略との整合性

効率	 アドバイザリー業務の投資利益率	 費用対利益率、予定通り・予算通りに実施され 
		  たプロジェクト

有効性	 アウトプット、結果、成果。	 業務改善、実現した投融資、受益者の 
	 プロジェクトが顧客、受益者、	 収益増大、政策改革によるコスト削減額  
	 さらに民間セクターの一般的向上に貢献	
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IFCのアドバイザリー ･ サービス
の開発効果は、2011年を含め 3
年連続で向上しました。2011年
にクローズされ開発効果の測定が
可能なアドバイザリー・サービス・
プロジェクトのうち 72％が高い
評価を受けました。これは、2010
～ 2012年度のパフォーマンスの
移動平均値より 5ポイントも飛躍
したことになります。
 業務分野全体を通じて評価が向
上し、ヨーロッパ ･中央アジア、サ
ブサハラ ･アフリカ、南アジアな
ど多数の地域で大幅な改善がみら
れました。一方、中東・北アフリ
カでは、主に政治的な混乱と経済
危機を受け、評価が低下しました。
IDA適格国と紛争の影響下にある
脆弱な状況では、3年間の移動平
均値と比較すると、前者は 68％か
ら 74％に、後者は 73％から 77％
へとそれぞれ向上しました。
 こうした評価の背景には、IFC
が触媒となり加速化に貢献した
様々な市場の変革過程で、かつて
ない多数の人々がその恩恵を享受
したことが挙げられます。IFCの
「投資環境」の業務分野では、事
業環境の向上や、投資の奨励・確
保に向けた改革を実施して、競争
力のある市場、成長、雇用創出を
促進している政府を支援していま
す。これらのプロジェクトの多く
は世銀グループの他の機関と協働
で進められており、2011年には

アドバイザ
リー・サービ
スの成果

アドバイザリー・サービスを通じた 
世界食糧危機への対応

IFCの世界食糧危機への対応ではアドバイザリ 
ー ･ サービスが重要な一部となっています。そ
の効果を高めるため、IFCは 4つの業務部門全体
からの支援を求めています。アグリビジネスと
食品加工セクター、さらにそのバリューチェー
ン全体で、顧客や政府に直接援助を行ったり、
中間業者（例えば、貿易業者や金融機関）を通
じて間接的に支援しています。2011年の主な例
は以下の通りです。
• 「投資環境」の業務分野では、アルメニアで規
制改革を支援し、それまでは企業の製造工程に国
際食品安全基準の導入が規制されていたソ連時代
の基準を排除しました。この改善により、地元で
生産された農産品の競争力が高まり、国内の食糧
安全保障が向上しました。モルドバとウクライナ
でも同様の改革を支援しました。この業務分野で
は現在、「アフリカ ･ アグリビジネス戦略」を策
定しており、他の地域でも同じような戦略上の演
習が展開されるでしょう。
• 「金融へのアクセス」の業務分野では、標準化
された農業保険商品 9件を開拓し、ウクライナ
の市場で導入する際の手助けを行いました。こ
れにより、2,500件以上の農業保険契約が結ばれ
（想定価値約 8億ドル）、農民は運転資金の借入
の際に担保条件を満たすことが可能になり、金
融へのアクセスが容易になりました。
• 「官民パートナーシップ」の業務分野では、イ
ンドのパンジャブ州政府が、貧困ライン以下の
生活を送る人々の食料となる麦を貯蔵するため、
容量 5万トンの倉庫を民間企業に建設、所有、
運営させる官民パートナーシップの策定と立ち
上げを支援しました。これらの貯蔵施設により、
インドの最貧層の人々 50万人が毎年、栄養を改
善できるものと期待されています。このプロジェ
クトが成功したおかげで、インドや他の地域で
一段と大規模な実施が可能になる見込みです。
• 「持続可能なビジネス」の業務分野では、イン
ドの北部にある精糖所で、農業研究員と農民を
対象に、集中的な訓練とキャパシティ ･ ビルディ
ングを行うことで、この顧客のサプライチェー
ンを強化するのに役立ちました。これに伴い、
2,000人余りの農民が新たな農耕慣行に関する訓
練を受けました。その結果、平均収量は、2年目
に基準レベルの 70％以上も増大しました。現在、
この精糖所ではさらに多くの農民を訓練するた
め規模の拡充を進めています。一方、IFCは、生
産性、節水などについて他の精糖会社に働きか
けています。

33カ国で 56件の改革（そのうち
33件は IDA適格国 20カ国で、ま
た 15件は紛争の影響下にある脆
弱な状況 9カ所で実施）に支援を
行いました。 
 「金融へのアクセス」の業務分
野では、金融仲介機関との間で新
たなビジネスモデルの設計や試
行、リスク管理システムの強化を
図るなどして、より多くの金融
サービスを個人と零細 ･ 中小企業
に安価に提供するための助力とな
りました。IFCのアドバイザリー・
サービスは投融資サービスと協力
して、88社の金融仲介機関を支
援しました。その結果、これらの
企業は、マイクロファイナンス・
ローンと中小企業向けローンを
760万件以上（そのうち IDA適格
国の占める割合は前年の 57％か
ら 63％へと増大）、総額 319億ド
ルを供与しました。また投融資と
助言の共同業務により、住宅金融
ローン 4万件、合計 14億ドルを
提供した顧客 8社もサポートしま
した。
 「官民パートナーシップ」の業
務分野では、インフラなどの基本
的サービスで官民パートナーシッ
プを策定し実施している政府を助
けました。2011年には、顧客が
民間事業者（そのうち 60％は IDA
適格国の業者）との間で 5件の委
託契約を結ぶ際の支援を行いまし
た。これにより、民間投資家から
50億ドル近くの資金を動員し、
1,600万人以上の人々がインフラ
と医療サービスにアクセスできる
ようになると見込まれています。
 「持続可能なビジネス」の業務
分野では、環境・社会・ガバナン
スについての慣行や競走上優位に
立つための技術を導入しようとす
る企業と協力しています。2011
年には、農民、起業家、中小企業
の幹部を含め 24万 5,000人余り
（そのうち 77％は IDA適格国の
人々）を対象にキャパシティ ･ ビ
ルディングを行いました。 
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IFC顧客が達成した開発効果の広がり

 2010年暦年 2011年暦年 2012年度 
 ポートフォリオ ポートフォリオ  新規事業

投融資：
雇用数（百万人）1  2.4  2.5  0.2
マイクロファイナンス・ローン 2   
件数（百万件）   8.0  19.7  10.5
金額（十億ドル）   12.62  19.84  10.63
中小企業 (SME)向けローン 2   
件数（百万件）   1.7  3.3  0.9
金額（十億ドル）   127.82  181.25  29.60
サービス利用者数   
電気（百万）  41.9  41.9  4.7
送電（百万）3 49.4  49.2  0.9
給水（百万）  20.1  34.3  6.4
ガス（百万）4 17.2  22.4  NA
電話回線架設（百万）  179.7  172.2  1.4
患者数（百万）  7.5  12.2  11.1
生徒・学生数（百万）  1.0  0.9  1.2
農家数（百万）  2.5  3.3  1.1
サプライヤーと政府への支払い   
財・サービスの現地購入（十億ドル） 39.51  49.84  4.18
政府収入（節約）への貢献（十億ドル）   20.28  21.73  5.71

2010年と 2011年（共に暦年）のデータは、それぞれ異なるポートフォリオに基づくため、厳密な対比は不可能。
2012年度の新規事業の値は、目標値からベースライン値を差し引いた増分を指す。IDGの数値とは異なり、IFC
の貢献度に関するルールは未適用。
1 雇用数に関するデータには、ファンドによってもたらされた雇用数を含む。一方、新規事業の数値には、ファンド 
によって追加されると見込まれる雇用数を含む。

2 IFCアドバイザリー・サービスからの貢献が反映されている場合が多い。 この広がりのデータは、IFC顧客（零細・ 
中小企業に的を絞る金融機関／プロジェクト）の 2010年末と 2011年末（共に暦年）における中小企業向けロ
ーン残高とマイクロファイナンス ･ローン残高を示す。中小企業向けポートフォリオとマイクロファイナンス・ポー
トフォリオの年末報告が義務付けられた顧客数は、2010年と 2011年（共に暦年）にそれぞれ 222社と 268社
だった。そのうち、2010年と 2011年（共に暦年）に報告を行った顧客数はそれぞれ 195社と 252社だった。欠
測データは補外。

3 IFCは、2012年度に、このセクターにおける個人住宅への送電数をより正確に把握するため推定方法の調整を
行った。

4 東アジア ･ 太平洋地域のある顧客が 2011年（暦年）に供給したガス利用者数は 2,040万に達した。

IFCの開発目標

 2012年度 2012年度 目標値 
 の IDG の IDG に対する 
目標  目標値   達成値 割合 (%)

高持続可能な農業の     恩恵を受ける人：  103万人 283% 
ための機会の 36万 5,000人 
増加または向上

ヘルスサービスと教育   恩恵を受ける人： 932万人 555% 
サービスの向上 168万人

個人とマイクロファイ   恩恵を受ける人：  3,284万人 207% 
ナンス顧客による金融 1,585万人 
サービスへのアクセス向上

中小企業顧客による金融    恩恵を受ける人：  154万人 132% 
サービスへのアクセス向上 117万人

インフラサービスの 恩恵を受ける人：  3,281万人 170% 
増加または向上  1,925万人

温室効果ガスの 二酸化炭素換算値 179万トン 105% 
排出量削減 で年間 170万トン削減

注：本表の「IDG達成値」のデータには、投融資と助言の両業務が反映されており、IFC顧客の達成値に対する IFC
の貢献度については特定のルールを用いて算出（18ページ参照）。温室効果ガス排出量に関する IDGは、南アジ 
ア、東欧・中央アジアの両地域で試験的に実施されたもので、ここでのデータは両地域だけを指す。
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アドバイザリー・サービスの業務分野別 
DOTSスコア 高い評価を受けた割合 (%)

アドバイザリー・サービス全体

金融へのアクセス 

投資環境の整備

官民パートナーシップ

持続可能なビジネス 

	 2010年度～2012年度 	   2012年度

アドバイザリー・サービスの地域別 DOTSスコア  
高い評価を受けた割合 (%)

アドバイザリー・サービス全体

東アジア・太平洋 

ヨーロッパ・中央アジア  

ラテンアメリカ・カリブ海  

中東・北アフリカ  

南アジア  

サブサハラ・アフリカ  

	 2010年度～2012年度 	   2012年度

67%
72%

68%
78%

70%
71%

52%
53%

69%
74%

67%
72%

65%
64%

77%
100%

79%
75%

48%
30%

77%
85%

65%
78%

68%
72%

51%
60%
60%

66%
69%
70%

76%
79%

67%
68%

59%
57%

59%
63%

64%
56%

66%
70%

68%
73%

70%
72%

77%
76%

83%
69%

67%
68%

76%
80%

72%
73%
74%

72%
63%
64%

60%
61%

56%
60%

投融資サービスの地域別 DOTSスコア： 
2011年度 VS. 2012年度 高い評価を受けた割合 (%)

IFC全体

東アジア・太平洋 

南アジア  

ラテンアメリカ・カリブ海  

サブサハラ・アフリカ  

ヨーロッパ・中央アジア  

中東・北アフリカ  
   

	 2011	   2012

2012年度の投融資サービスのパフォーマンス 
分野別 DOTSスコア 高い評価を受けた割合 (%)

開発成果 

財務パフォーマンス 

経済パフォーマンス  

環境・社会パフォーマンス  

民間セクター開発効果 

 加重前	  加重後

投融資サービスの産業別 DOTSスコア： 
2011年度 VS. 2012年度 高い評価を受けた割合 (%)

IFC全体

インフラストラクチャー　

ファンド

アグリビジネス・林業

金融市場　 

石油・ガス・鉱業    

製造

消費者・社会サービス

通信・情報技術  
 

	 2011   	   2012
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勤務地

拠点 2004年度 2012年度 
ワシントン 
DC本部  1,291 (57%) 1,670 (44%)
現地事務所 963 (43%) 2,093 (56%)
合計  2,254 3,763

出身国（常勤職員）  

出身国  2004年度 2012年度 
先進国  963 (43%) 1,327 (35%)
途上国  1,291 (57%) 2,436 (65%)
合計 2,254 3,763
  

出身国（上級職以上）  

出身国  2004年度 2012年度 
先進国  647 (53%) 1,040 (43%)
途上国  584 (47%) 1,381 (57%)
合計 1,231 2,421
  

男女比（常勤職員）  

性別  2004年度 2012年度 
男性 1,121 (50%) 1,781 (47%)
女性 1,133 (50%) 1,982 (53%)
合計 2,254 3,763
  

男女比（上級職以上）  

性別  2004年度 2012年度 
男性 844 (69%) 1,426 (59%)
女性 387 (31%) 995 (41%)
合計 1,231 2,421

IFCの職員は多様な背景をもってい
ます。彼らは IFCにとって最も重要
な資産です。IFCの職員の出身国は
140カ国以上に及び、現地の顧客に革
新的な解決策と国際的なベストプラ
クティスを提供しています。

IFCは、95カ国に広がる 104カ
所の事務所で業務を展開しています。
IFC内の権限委譲に対するコミット
メントを反映して、職員の半数以上
(56%)は現地事務所で活動しており、
その割合は増え続けています。また
職員の大半は途上国出身者 (65%)で
す。この多様な背景があるからこそ、
IFCの視野を広げ、民間セクターの
開発が最大の効果を上げる分野に力
を注ぐことができるのです。

職員

IFC は 95 カ国に広がる

104 カ所
の事務所で業務を展開してい
ます。

その職員の

65%
は途上国の出身者で、

56%
は現地事務所を拠点  
としています。
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契約した保険会社 Aetna社の健康保険
を、また、他の職員には、国際的な医療
保険会社 Vanbredaの保険を利用してい
ます。医療保険料は 75％を IFCが、残
りの 25％を本人が負担します。
 IFCの年金は世界銀行グループの年金
プランの一部となっており、2つの給付
部分で構成されています。一方は就業年
数、給与、定年退職年齢に基づくもの、
他方は積立貯蓄プランで、給与の 5％が
自動的に積み立てられ、それに IFCが年
に 10％補充するというものです。世銀
グループの旧年金プラン (Legacy)で現
在継続されている給付には、退職金や追
加現金支払いも含まれます。

職員の給与体系（ワシントン DC）
2011年 7月 1日から 2012年 6月 30日に至る、世銀グループ職員の給与体系（税引き後）と平均給与、ならびに平均諸手当は以下に示される通りです。

   市場の  職階別の 
  最低額 基準額 最高額 職員の 職階別 平均 
職階  代表的な職位 （ドル） （ドル） （ドル） 割合（%） 平均給与 諸手当a

GA 事務アシスタント 25,100 32,600 42,400 0.0%    43,090      24,152 
GB チーム・アシスタント、情報技術者 31,700 41,200 57,700 0.6%    42,136      23,617 
GC プログラム・アシスタント、情報アシスタント 39,100 50,900 71,300 9.5%    53,698      30,098 
GD 上級プログラム・アシスタント、情報スペシャリスト、 46,200 60,100 84,200 7.9%    67,671      37,929  
 予算担当アシスタント
GE アナリスト  62,100 80,700 113,000 9.8%    76,179      42,698 
GF 専門職  82,500 107,300 150,200 19.6%    98,249      55,069 
GG 上級専門職  111,300 144,700 202,500 31.6%  135,238      75,801 
GH 管理職、専門職主幹 151,700 197,200 245,900 17.7%  187,019    104,824 
GI 局長、シニア・アドバイザー 202,200 264,500 303,300 2.8%  244,806    137,214 
GJ 副総裁 271,800 304,500 340,900 0.4%  302,422    169,508 
GK 専務理事、執行副総裁（長官） 298,600 338,600 372,400 0.1%        292,656    177,705 

注：米国市民以外の世銀グループ (WBG)職員の報酬は通常、非課税所得であるため、こうした職員に支払われる給与は税引き後の金額を基準に設定される。この税引き後の金額は一般に、WBGが給与算定の参照とする組織や企業の 
職員の税引き後の手取り額に相当する。
a. 年間有給休暇、医療保険、生命保険、就業不能所得補償保険、退職金、その他の給与以外の手当を含む。

報酬
IFCの報酬に関する指針は、世銀グルー
プの枠組みの一部となっています。様々
な国で有能な職員を惹きつけ、堅持して
いくには、報酬が国際的に競合できるも
のでなければなりません。ワシントン
DCの本部で採用される世銀グループ職
員の給与体系は、国際的競合性で実績の
ある米国市場を参照にして決められま
す。また、米国以外の国々で採用される
職員の給与は、現地の独立市場調査の結
果に従い、当地の競合性に基づいて決定
されます。さらに、世銀グループに与え
られた多国間機関という地位により、職
員の給与は税引き後の金額を基準にして
決定されます。

変動型賞与プログラム
IFCの変動型賞与プログラムは、功績の
認識や、各年および長期のパフォーマン
スに関する各種の賞など、ハイパフォー
マンスを重んずる IFCの風土を支える複
数の要素で構成されています。これらの
賞は、チームワークを奨励し、優れたパ
フォーマンスに報い、IFCの戦略的優先
課題を支援することを目的としています。

福利厚生プログラム
IFCは、医療保険や年金プランなど、他
の組織にひけをとらない福利厚生プログ
ラムを提供しています。ワシントン本部
の職員には、公開調達プロセスを通じて
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ガバナンス

総裁と長官の報酬
世銀グループの総裁の給与は理事
会で決定されます。IFC長官の給
与は、米国で毎年実施される独立
報酬市場調査の結果に従い、最高
レベルの IFC職員の給与と世銀グ
ループ総裁の給与の中間点とされ
ています。総裁と長官の報酬は一
般に公開されています。ラース・
チュネル長官の給与は 36万 5,948
ドル（税引き後）でした。総裁と
長官には報奨パッケージはありま
せん。

IFCは、貧困のない世界を目指し、
世銀グループの他の 4機関と密接
に協働作業を展開しています。
• 国際復興開発銀行 (IBRD)：中
所得国と信用度の高い低所得国の
政府に対する貸付を供与。
• 国際開発協会 (IDA)：最貧国の
政府を対象に「クレジット」と呼
ばれる無利子の融資を提供。
• 多数国間投資保証機関 (MIGA)：
途上国の投資家に対し、非商業的
リスクに起因する損失を保証。
• 国際投資紛争解決センター
(ICSID):  投資紛争の国際的な調停
と仲裁の場を提供。

理事会   
各加盟国は、総務と総務代理を 1
人ずつ任命します。IFCの組織と
しての権限は総務会に付与されて
おり、総務会はその大半の権限を
25名の理事で構成される理事会 
に委譲しています。また各理事に
与えられた議決権数は、各々が代
表する国の出資額に比例したもの
です。
 理事は、米ワシントン DCにあ
る世界銀行グループの本部で定期
的に会合を開き、投融資の審査・
決定のほか、運営陣に対し全般的
戦略についての指導を行います。
世界銀行グループの総裁は IFCの
総裁も兼任しています。

世界銀行グループにおける 
IFCの位置づけ 

世界銀行グループは、途上国に資金
援助と技術支援を行う重要な存在で
す。1944年に設立されて以来、その
使命は、プロとしての精神と熱意を
もって、貧困緩和に取り組み、末永
く成果を上げることにあります。

IFCは、世銀グループを構成する
5つの機関の１つですが、独自の設立
協定、出資金、財務構造、運営陣、
職員を有する別途の独立した法人で
す。IFCへの加盟は、世界銀行の加
盟国だけに限られています。2012年
6月 30日現在の IFCの出資金およそ
24億ドルは、加盟国 184カ国によっ
て保有されています。これらの加盟
国は IFCのプログラムや活動に指針
を与えます。

IFCは、援助を最も必要とする場
での機会創出を民間セクターとの協
働によって進めます。1956年の設立
以来、途上国の民間セクター向け投
融資契約（自己勘定分）は総額 1,260
億ドル余りに達したほか、他機関か
らさらに多額の資金を誘引しました。
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起立（左から右）：Rogerio Studart（ブラジル）、Ingrid Hoven（ドイツ）、Agapito Mendes Dias（サントメ・プリンシペ）、Merza Hasan（クウェート）、
Piero Cipollone（イタリア）、Jorg Frieden（スイス）、Vadim Grishin（ロシア）、Marie-Lucie Morin（カナダ）、Shaolin Yang（中国）、Marta Garcia Jauregui
（スペイン）、Hekinus Manao（インドネシア）、Sid Ahmed Dib（理事代理、アルジェリア）、Ruud Treffers（オランダ）、Konstantin Huber（オーストリア）、
In-Kang Cho（理事代理、韓国）、Hassan Ahmed Taha（スーダン）、Mukesh N. Prasad（インド）。

着席（左から右）：Ian Solomon（米国）、Felix Camarasa（アルゼンチン）、Ambroise Fayolle（フランス）、Susanna Moorehead（英国）、Abdulrahman  
Almofadhi（サウジアラビア）、Anna Brandt（スウェーデン）Renosi Mokate（南アフリカ）、林信光（日本）。

撮影：Frank Vincent/WB Photolab

理事  （理事代理）

Abdulrahman M. Almofadhi	 Ibrahim Alturki
Anna Brandt	 Jens Haarlov
Felix Alberto Camarasa	 Varinia Cecilia Daza Foronda
Piero Cipollone	 Nuno Mota Pinto
Agapito Mendes Dias	 Mohamed Siekieh Kayad
Ambroise Fayolle	 Anne Touret-Blondy
Jorg Frieden	 Wieslaw Leonard Szczuka
Marta Garcia-Jauregui	 Juan Jose Bravo Moises
Vadim Grishin	 Eugene Miagkov
Merza H. Hasan	 Ayman Alkaffas 
林信光 高村泰夫
Ingrid G. Hoven	 Wilhelm Michael Rissmann
Konstantin F. Huber	 Gino Alzeta
Hekinus Manao	 Dyg Sadiah Binti Abg Bohan
Renosi Mokate	 Muhtar Mansur
Susanna Moorehead	 Stewart James
Marie-Lucie Morin	 Kelvin Dalrymple
Mukesh N. Prasad	 Kazi M. Aminul Islam
Ian H. Solomon	 Sara Aviel
Rogerio Studart	 Vishnu Dhanpaul
Hassan Ahmed Taha	 Denny Kalyalya
Javed Talat	 Sid Ahmed Dib 
Rudolf Treffers	 Stefan Nanu
John Henry Whitehead	 In-Kang Cho
Shaolin Yang	 Bin Han

 

出資加盟国による力強い支援   
応募資本金の国別比率 

合計    100.00%
米国   24.01%
日本    5.95%
ドイツ    5.43%
フランス    5.10%
英国    5.10%
カナダ    3.43%
インド    3.43%
イタリア  3.43%
ロシア連邦     3.43%
オランダ    2.37%
その他174カ国   38.32%
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IEG は 2012 年
度に、IFC に
よる評価結
果を審査し、
対象となる
投融資プロ
ジェクトの

45%
同様の助言
プロジェク
トの

78%
を認証しま
した。

 2012年度の報告書「世界銀行
グループの結果とパフォーマン
ス」には、IFCが世銀グループの
国別援助戦略の枠組みを通じて民
間セクターのニーズに取り組む際
の、独自の強みと制約が指摘され
ています。また、世銀グループに
よる世界経済危機への対応につい
ての IEGの第 2フェーズの評価で
は、IFCが投融資と対応イニシア
ティブを概ね一貫したレベルで堅
持してきたと結論付けています。
さらに、IFCは危機の潜在的な悪
影響を若干、過大評価したと述べ、
今後の危機でその戦略を最も効果
的に進められるよう IFCのストレ
ステストの測定方法を見直すよう
勧告しました。
 今年のもう一つの重要な評価対
象は、若年層の失業についてでし
た。IFCは受益者の年齢とは無関
係に雇用の創出に注力します。そ
こで、IEGは、若者の雇用問題が
指摘された国において、若者を対
象とした総括的な戦略を策定し、
年齢別のデータ ･ カテゴリを設定
するよう IFCと世銀グループに推
奨しました。それにより若者に与
えた具体的な効果を把握すること
ができます。

IEGは、評価結果をまとめた覚
書を数件作成しました。これには、

説明責任 

独立評価グループ 

独立評価グループ (IEG)は、IFC
の学習という課題に貢献するため、
評価結果から教訓を引き出します。
IFCの運営陣とは独立し、IFCの
理事会に直属する IEGは、IFCの
業務パフォーマンスを強化し、戦
略と将来の方向性に関する情報を
提供することを目指します。
 IEGの評価システムは、投融資
業務、技術支援、アドバイザリー ･
サービス業務を幅広く包括するよ
う設定されています。IEGは、IFC
の評価方針、慣行、手段の質を継
続的に評価し向上しています。こう
することで、一段と変わりつつある
成功の基準や学習の必要性につい
て、企業やステークホルダーと常
に関わることができます。また IFC
による自己評価の結果を独立した
立場で認証します。
 IEGは 2012年度に、評価対象
となる IFCの投融資プロジェクト
45％、同様の助言プロジェクトの
78％を認証しました。最終的な評
価結果は、IFCの職員に伝えられ
るほか。世銀グループの結果とパ
フォーマンスに関する年次評価報
告書の中にも盛り込まれます。そ
れには IFCの投融資や助言プロ
ジェクトの事例も含まれます。

IFCの支援を受けたプロジェクト
中の資源採掘産業に関するものと、
南・南投資についての教訓が含ま
れています。加えて、民間投資を
中心とした数件のプレゼンテー
ションを欧州の開発機関に行いま
した。世銀の透明性に関する手順
に従い、IEGの報告書はウェブサ
イト上で一般に公開されています
(http://ieg.worldbankgroup.org)。

コンプライアンス・アドバイザー /
オンブズマン
コンプライアンス・アドバイザー / 
オンブズマン (CAO)室は、IFCと
多数国間投資保証機関 (MIGA)に
対する独立した求償のメカニズム
となっています。世銀グループ総
裁の直下に置かれたCAOは、社会・
環境面の成果を高め、IFCと MIGA
の公共への説明責任を強化するこ
とを目的に、これらプロジェクト
の影響を受けた人々からの苦情に
対処します。 
 CAOは、相互に補完する 3つ
の役割――影響を受けたコミュニ
ティと IFCの顧客との間の紛争解
決、重要な環境 ･ 社会基準に対す
る IFCの遵守状況の確認、そして
世銀総裁と IFCの上層幹部に対す
る独立した助言の提供――を果た
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う IFCの価値観と整合しているか
どうかが評価されます。
 また、IFCのパフォーマンスの
監査が必要かどうかを判断するた
め、今年は、10件の IFCプロジェ
クトを評価しました。その結果、
コソボでの電力発電所の民営化プ
ロジェクト 1件が CAOの監査を
受けました。また、アグリビジネ
ス ･ セクターで実施された 2件の
監査については現在、IFCの対応
状況がモニターされています。 
 紛争解決という業務では、BTC
パイプラインの建設中に、影響を
受けたグルジアの地主からの苦情
を 6カ月以内に和解したほか、ト
ルコの製造業界での労使関係に関
するケースをクローズし、インド
ネシアのパーム油のケースに関連
した契約の実施状況をモニターし
ています。CAOはまた、カンボジ
ア、カメルーン、インドネシア、
ニカラグア、パプアニューギニア、
ウガンダで 10件の協同的な紛争
解決プロセスも進めています。
 CAOについての詳しい情報はウ
エブサイト (www.cao-ombudsman.
org)をご覧ください。

します。また、それを通じて、
IFCの活動をめぐる一般の問題意
識に迅速かつ効果的に対応し、
IFCのプロジェクトにシステム上
重大な欠陥があることが分かった
場合は、その適切な対応を一般に
確約することが可能になります。
 1999年に設立されて以来、
CAOは、IFCのプロジェクト 68
件（35カ国）に関連した苦情 103
件に対応しました。今年は、合計
33件という、これまでにない多数
の苦情と監査の依頼を受けまし
た。これは、CAOが一段と近づき
やすくなったためと、近年に大き
な結果を上げたことが一因となっ
ています。
 CAOは、IFCの金融セクター向
け投融資 188件（顧客数 63社）
のコンプライアンスに関する調査
を終了しつつあります。これらは
2006～ 2011年の投融資 844件
の中からサンプルとして選ばれた
ものです。この作業は、IFCが第
三の事業体を通して投融資を行う
場合に、IFCの環境・社会パフォー
マンスが守られていることを保証
するのが目的です。2013年度の
第 1四半期に発表される CAOの
報告書では、金融セクターを通じ
て IFCの支援を受けた事業活動が、
社会 ･ 環境面の健全性を保つとい

1999 年以来
CAO は 35 カ
国で 68 件の
IFC プロジェ
クトに関連
した苦情

103件
に対処しま
した。
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2012 年度に  
援助パート
ナーは

3 億ドル
以上をアド
バイザリー ･
サービスに
拠出し、さ
らにドナー
拠出型の投
融資に 4 億
6,000 万ドル
を追加しま
した。

ため、ドナー拠出型の投融資を通
じて、民間セクターからの投資機
会をしだいに追求するようになり
ました。
 IFCのアドバイザリー ･ サービ
スは、2012年度に、政府や、財団、
他の多国間機関から 3億ドル以上
の拠出契約を取り付けました。新
規のドナーには、MasterCard財
団やドイツの連邦経済協力開発省
(BMZ)などが含まれます。
 加えて、2012年度には、ドナー
拠出型の投融資に対し 4億 6,000
万ドルの拠出契約も取り付けまし
た。これらの資金は、「世界農業 ･
食糧安全保障プログラム」といっ
た IFCの一連の特別イニシアティ
ブに貢献しています。
 以下は、2012年度中の援助パー
トナーとの協働作業の一例です。
• 英国の国際開発省 (DFID)は
IFCの 3つの業務に 2億 1,000万
ドル以上を拠出しました。この資
金は、投資環境整備や金融へのア
クセスの分野における助言業務を
支援しました。また、中小企業向
け IFC投融資や、気候に関連した
IFCアセット ･ マネージメント社
の投資もサポートしました。
• スイスの経済省経済事務局
(SECO)は、2012年度に IFCの
アドバイザリー ･ サービスに
5,700万ドル以上を拠出し、有力
な支援国となりました。同国から
の拠出の大半は、投資環境、金融
へのアクセス、気候変動面の IFC
業務を支援しました。
• オランダの外務省と IFCは、紛
争の影響下にある脆弱国、気候変
動、インクルーシブ ･ ビジネス、
食糧安全保障といった共通の優先
課題への取組みで相互の協力を刷
新しました。同国と IFCはここ
10年近くにわたり、「オランダ・
IFCパートナーシップ ･ プログラ
ム」の下で協働し成功を収めてき
ました。
• オーストリアと IFCは、東欧と
中央アジアで、投資環境、金融へ
のアクセス、再生可能エネルギー、

生産性の高いパートナーシップ
の形成 

IFCは、貧困削減と人々の生活向
上を図るため、各国政府や財団、
他の多国間機関と協力して革新的
なパートナーシップの育成に努め
ています。経済が混乱し、予算が
限られ、新たな開発問題が台頭す
る中で、この作業はかつてない重
要性をもっています。
 IFCのパートナーは、発想のリー
ダーであり、他者を招集する力を
もち、開発成果の確かな実例を示
すことのできる IFCに協力を求め
ています。そして、IFCは業務の
あらゆる面でこれを実行していま
す。2012年度に、IFCと援助パー
トナーは、食糧安全保障、中小企
業、インフラ、紛争の影響下にあ
る脆弱国、気候変動、ジェンダー、
インクルーシブなビジネスなど、
世界でも喫緊の開発課題に力を合
わせて取り組みました。
 また、援助パートナーとの二国
間協議を定期的に実施し、特定の
パートナーやドナー・コミュニ
ティとの協力を最大限に高めるた
めに他のイベントも主催します。
こうしたイベントの一例として、
毎年秋に開催される「IFCドナー・
ブレックファスト」や、春季の「世
界銀行グループ ･ ドナー ･ フォー
ラム」が挙げられます。
 援助パートナーは、IFCの 3つ
の業務の全般で一丸となって取り
組んでいます。この協調的なアプ
ローチは、長期的なパートナー
シップの力を強調し、結果測定と
効率向上という焦点を堅持し、援
助パートナーが適切な認識を受け
られるようにします。

援助パートナーとの協働
IFCは、特にアドバイザリー ･ サー
ビスにおいて、援助パートナーと
長年にわたり生産的な関係を享受
してきました。これらのパート
ナーは、公的資金の効用を高める

気候変動を重点として、協働作業
を強化する姿勢を新たにしまし
た。IFCは、同国の財務省とオー
ストリア開発銀行 (OeEB)と密接
に協力しています。
• 日本の財務省は、IFCのインク
ルーシブ ･ ビジネスモデル担当グ
ループへの資金拠出をコミットし
たほか、引き続き、東アジア ･ 太
平洋地域の業務に資金を投じてい
ます。これにより、IFCは、経済
ピラミッドの底辺で暮らす人々に
支援の手を伸ばす新たな方策を見
出すことができるでしょう。
• カナダの財務省、オランダの外
務省、米国国際開発庁 (USAID)は、
「世界農業 ･ 食糧安全保障プログ
ラム」における IFCの業務を支援
したほか、DFIDは「世界中小企
業ファシリティ」をサポートしま
した。この業務は、世界的な開発
課題への対応で、IFCが先導して
いるマルチドナー・イニシアティ
ブの一例を示すものです。
• 韓国の企画財政部は、IFCが主
催する「グローバル SME金融
フォーラム」の運営資金を拠出し
ました。このフォーラムは協力的
な環境で知識の共有を図るもので
す。この韓国と IFCの取極めは、
韓国政府と世銀グループ間の関係
の深まりを反映しています。以前
は IDAの融資適格国であり、IFC
の被援助国であった韓国は、今や
IFCの正式なドナー国となり、
2010年に開催されたソウル ･ サ
ミット以来、G20の推進で主導的
な役割を果たしています。
• MasterCard 財団は、サブサハ
ラ ･ アフリカでの「インクルーシ
ブな金融に関するグローバル ･
パートナーシップ」への資金とし
てアドバイザリー ･ サービスに
3,750万ドルを拠出することをコ
ミットしました。このパートナー
シップは、新規のマイクロファイ
ナンス機関の成長を支援し、モバ
イル ･ テクノロジーを利用し、イ
ンクルーシブな金融に効果を上げ
る知識の拡大を通して、銀行口座

パートナーシップ
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をもたない 500万人余りの人々に金融
サービスを提供することを目指してい 
ます。
• ビル＆メリンダ・ゲイツ財団と IFCは、
インドで最も人口の多い最貧困州、ビ
ハール州で革新的な支払いシステムを開
拓しています。このシステムにより、人々
は、銀行口座や他の支払いサービスプロ
バイダーを利用して、政府から医療給付
金を受け取ることが可能になります。ゲ
イツ財団は、当初に必要な資金を IFCに
提供し、その後、システムの原型の拡大
を図るためさらに 260万ドルを拠出し
ました。
今年、IFCは、オーストラリア、オラ

ンダ、英国によって実施された多国間援
助の評価でもよい成績を上げました。こ
れらの国は、多国間機関のパフォーマン
スと、開発に与えた成果を評価して、将
来の拠出の決定に役立てています。

めています。また、協働することにより、
知識の共有や効率的なプログラムの立案
が可能になります。一方、パートナー側
は、IFCの主導者としての地位から恩恵
を受けます。
 他者との協働は、世界的な経済混乱へ
の IFCの対応でも決定的な役割を果たし
ました。これにより、貿易金融の拡大、
銀行資本の増強、インフラ投資の促進に
向けた新規イニシアティブの迅速な立ち
上げが可能になりました。最近では、「民
間セクターを通じた国際金融と開発」と
題する調査の実施で、開発機関 30機関
に加わりました。この調査は、官民両セ
クターの緊密な協力の必要性を訴えよう
というものです。
 IFCは、いくつかの開発機関との協力
により、中小企業向け資金の増強を目指
す「グローバル SME金融イニシアティ
ブ」を策定しました。このイニシアティ
ブは、主要先進 ･ 途上国グループ (G20)
の優先課題でもあります。中東 ･ 北アフ
リカでは、この地域の最も深刻な課題の
一部に対応するため、イスラム開発銀行、
欧州投資銀行、ドイツの開発機関 KfW
をはじめとする数件の開発機関と協働し
ています。
 IFCはまた「基本協力協定」を通して、
協調融資の正式な取極めを最高 15の開
発金融機関に拡大しました。この協定は、
IFC主導型のプロジェクトで協調融資を
行う際に、これらの金融機関との協力の
仕組みを規定したもので、危機で逼迫し
た民間投融資を補充するものです。IFC
はまた、29の開発金融機関によって実
施されてきた共通の指針「コーポレート ･
ガバナンス育成の枠組み」の策定でも 
支援を提供しました。
 開発銀行同士の協力は、気候ファイナ
ンスといった新たな分野で特に重要となり
ます。IFCは、温室効果ガスの会計処理や、
気候関連の投融資のカテゴリの定義を IFC
のアプローチと調和させるために多数の銀
行と協働作業を展開しています。

機関・民間ドナー 2011年度 2012年度 
BNDESPAR   3.00
CTF   0.80
Disney Worldwide  
Services, Inc.   0.05
欧州委員会 10.32 8.90
ゲイツ財団 0.33 2.57
地球環境ファシリティ (GEF) 2.99  
米州開発銀行   1.00
イスラム開発銀行 3.00  
Kauffman財団 0.37 0.05
MasterCard財団   37.45
TMEA 9.42  
国連機関 0.05 0.25
合計 26.47 54.08

IFCアドバイザリー・ 
サービスへのドナー別拠出契約額
（米ドル換算値：百万ドル）

要約 2011年度 2012年度 
政府 171.42 247.28
機関・多国間パートナー 31.64 10.95
民間パートナー・財団 0.70 43.13
合計 203.76 301.36

他の開発機関との協働 

開発機関は、民間セクターが人々の生活
向上と貧困削減を促進する上で重大な役
割を果たします。
 これらの機関は困難な環境で成功を収
めてきた実績があります。また民間市場
がリスク回避的になると資金を注入しま
す。さらに市場強化のための助言を行っ
たり、貧困層を配慮した持続可能な民間
セクター開発を進めることに貢献しま
す。民間資本が後退する危機や不確実な
状況では、こうした機関の作業は不可欠
となります。
 過去 10年間で、IFCなどの機関は、
途上国の民間セクター向け資金を総額
400億ドル以上へと 4倍に拡大しまし
た。これらの機関が 1ドルを投入するご
とに、他者から 12ドルの投資を引き出
すことが可能です。
 こうした理由により、IFCは、民間セ
クター開発に携わる多数の多国間 ･ 二国
間機関とチームを組んで、開発効果を広
げ最大限に高めるための資金の結集に努

IFCアドバイザリー・ 
サービスへの拠出契約額 
（米ドル換算値：百万ドル）
[未監査値 ]
 
政府 2011年度 2012年度 
オーストラリア 8.02 1.57
オーストリア 22.98 25.55
カナダ   33.27 5.63
デンマーク 4.47 0.96
フィンランド 2.27 0.13
フランス   0.20 0.03
ドイツ   0.00 0.60
アイルランド 1.10 1.51
イタリア 10.00 0.00
日本   8.95 9.48
韓国 2.00 1.00
ルクセンブルグ 2.25 0.00
オランダ   25.62 42.37
ノルウェー 6.08 4.85
南アフリカ 0.78 0.00
スペイン 2.68 0.00
スウェーデン 10.59 12.38
スイス 7.15 57.15
英国   16.20 69.94
米国  6.83 14.14
合計 171.42 247.28
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リスク管理

の参加銀行にはプロジェクトの進
展状況を定期的に知らせ、IFCは
状況に応じ、協議を行ったり、同
意を求めたりします。
 困難な財務状況が生じると、
IFC運営陣は、ポートフォリオ運
用ユニットからの審査と推薦に基
づき、さらに IFCの外部監査会社
が認めた方針と方法に従って、貸
倒引当金の具体的水準を決定しま
す。深刻な問題を抱えたプロジェ
クトに対しては、特別業務局が適
切な救済策を決定します。その際、
同局は、プロジェクトの業務を継
続しつつ問題解決が可能となるよ
う、債権者と株主全員の間でプロ
ジェクト再建の負担を共有するた
めの話合いを進め合意を求めます。

財務運用
IFCは、国際資本市場で債券を発
行することにより融資の原資を調
達しています。また新興市場で現
地通貨建て債券を発行した初の多
国間機関であることもよくありま
す。IFC融資の大半は米ドル建て
ですが、調達筋の多様化、調達コ
ストの削減、現地の資本市場の育
成を支援するため、様々な通貨建
てで借入を行っています。IFCの
資金調達活動は融資活動の歩調に
合わせて継続的に行われます。
2012年度の国際市場での新規借
入は合計 115億ドル以上に達しま
した。

ポートフォリオ運用
ポートフォリオ運用は、IFC投融
資が民間セクターの企業の成功と
持続可能性を確保する上で重要な
役割を果たします。
 IFCは、投融資を行う前に、プ
ロジェクトが、社会 ･ 環境基準、
腐敗防止、コーポレート ･ ガバナ
ンス、税務の透明性など多数の分
野で IFCの全ての基準に合致した
ものとなるよう、倫理面をはじめ
とする幅広いデューデリジェンス
を実施します。また、オフショア
金融センターが関与するプロジェ
クトについては周到な審査を行い
ます。IFCプロジェクトには、こ
うした広域なデューデリジェンス
が長期にわたり標準的に適用され
てきました。
 IFCは、投融資契約書の遵守状
況の監視、プロジェクトの進捗状
況の検査を目的とした現場視察、
さらに問題の起きそうなプロジェ
クトの解決策の探求でも支援を
行っています。また、プロジェク
トの環境・社会パフォーマンスに
関連した開発成果も追跡していま
す。こうした監督過程の大半は現
地事務所に設置されたポートフォ
リオ担当ユニットによって進めら
れます。さらに、IFCの運営陣が、
四半期ごとに投融資ポートフォリ
オ全体の審査を行うことで、この
過程を監督しています。信用リス
ク評価システムは、こうしたポー
トフォリオの運用プロセスをサ
ポートするものです。IFC融資へ

流動性管理
貸借対照表上の流動資産は、前年
度末に 245億ドルだったのに対
し、2012年 6月 30日付では合計
297億ドルでした。流動資産の大
半は米ドル建てで保有されていま
す。米ドル以外の通貨建て資産に
つきもののエクスポージャーは、
為替リスクを管理するため、米ド
ルでヘッジされます。流動資産の
水準は、市場にストレスが生じた
ときでも契約額を支払えるだけの
資金を確保するという視点に立っ
て決められます。

2012 年度末の
IFC の負債比
率は

2.7:1
で、財務方
針で規定さ
れた範囲に
十分収まっ
ています。

2012 年度の国際市場での  
債券発行による資金調達
	 金額	  
	 （米ドル	  
通貨 	 換算値）	 %

米ドル  7,795,454,541  68.1%

オーストラリア ･ドル  2,089,827,167  18.2%

日本円  376,547,000  3.3%

トルコ ･リラ  334,829,244  2.9%

ノルウェー ･クローネ  290,788,182  2.5%

ニュージーランド ･ドル  266,000,000  2.3%

自己資本比率と財務能力
IFCは、成長に必要な資金と、現
在および将来予期される投融資の
リスク・プロフィールを、規定の
最低自己資本比率と照らして測定
することで、自己資本比率の評価
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を行います。最低自己資本は、
IFCのリスクベースの経済資本方
式を用いて決定されます。これは、
統計的なリスク測定値に基づいて
資産に必要な資本を区別する方法
です。
 この経済資本の枠組みに基づく
と、IFCは、利用可能な総資本（払
込資本、用途指定項目や特定の未
実現利益を控除した後の留保利
益、一般貸倒引当金など）を少な
くとも、バランスシート上とバラ
ンスシート外のあらゆる項目の潜
在的損失の合計と同等の水準で維
持していく必要があります。これ
は、IFCがトリプル Aの格付けを
維持する上で必要と考える水準の
推定値でもあります。
 IFCの自己資本比率の算出方法
は、業界のベストプラクティスに匹
敵するだけでなく、トリプル Aの
格付けを裏打ちできる適切な資本
を備えるように設定されています。
 IFCの自己資本比率の基準値は、
トリプル A格付けに必要な値より
厳しいものとなっています。それ
でも、IFC資本はこれまで常に最
低自己資本をはるかに上回ってき
ました。
 2012年度末における自己資本
の所要額合計は 155億ドルであっ
たのに対し、利用可能な資本の合
計は 192億ドルでした。また IFC
の負債比率は 2.7:1で、財務方針
で規定された 4: 1の範囲に十分収
まっています。
 IFCの利用可能な資本合計は、
払込資本、用途指定項目と特定の

未実現利益を控除した後の留保利
益、そして一般貸倒引当金で構成
されています。この財務能力こそ
が、現行業務を支え、中期的成長
の機会や戦略的計画を取り入れ、
さらに一部の顧客国を襲った
ショックや危機、あるいは、世界
市場の一般的景気後退に耐えられ
るだけの余裕を与えている一方、
トリプル Aの格付けを維持し、カ
ウンターシクリカルな役割を果た
す上での基盤となっているのです。

IFC と企業倫理
企業倫理の奨励は、持続可能な民
間セクター開発の促進という IFC
の活動の基本要素となっていま
す。IFC顧客が堅固な企業倫理と
優れたガバナンスを進めれば、投
融資の長期的な利益達成が可能に
なり、それにより、IFCが持株を
有利に売却して投資を終了させる
チャンスが高まります。また、
IFCの投融資とアドバイザリー ･
サービスを支援する全ての活動で
企業倫理を徹底させることは、金
融リスクや名声を傷つけるリスク
を抑えるのにも役立ちます。
 腐敗は、開かれた市場で一般の
信頼を裏切り、法に背くばかりか、
大半の途上国で事業コストを増大
させます。開放性と競争の強化、
コーポレート・ガバナンスと倫理
体系の向上促進を目指す IFCのイ
ニシアティブは、腐敗との闘いに
有効な手段であることが実証され
ています。

 IFCのデューデリジェンスの手
順と手続きは、プロジェクトの腐敗
に対する最初の防御線だといえま
す。 IFCでは、後援者、幹部、事
業主など、将来のパートナーとそ
のステークホルダーの経歴を調査
するなどして、情報収集能力や分
析力を継続的に向上させています。
 腐敗防止に対する IFCの姿勢
は、投融資を司る法的枠組みにも
取り入れられています。IFCのプ
ロジェクトにおいて、個人や法人
が、汚職、詐欺、強制行為、共謀、
妨害の行為に関与したことが判明
した場合、世銀グループの制裁プ
ロセスに基づき、一般に公開され
たウェブサイトでその個人名や法
人名を公表したり、世銀グループ
との取引を禁じたりすることがあ
ります。
 世銀グループの調査部門である
「倫理担当副総裁室」は、IFCプロ
ジェクトをめぐる詐欺や不正の申
し立てを調査する責任を負ってい
ます。同副総裁室が発表する年次
報告については、世銀のウェブサ
イトをご覧ください。
 IFCは、世銀グループと他の大
手多国間銀行の間で交わされた不
正の相互締め出しに関する覚書に
も参加しています。この覚書は、
参加開発銀行 1行から制裁を受け
た事業体は、同様の不正行為のか
どで他の参加銀行からも締め出さ
れるというものです。これは、あ
らゆる企業が公正な環境下で多国
間開発銀行プロジェクトを競い合
うのに役立ちます。
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IFCの持続可能性枠組み

責任ある業務活動

持続可能性に対する IFC のアプローチ
持続可能性は、10年以上にわたり IFC
の戦略の支柱となってきました。リスク
管理、効率向上、そして世界市場や地域
市場での競争力の堅持といった面で支援
を行えば、顧客は持続可能性の真の価値
を享受することができます。
 IFCは、投融資、業務、アドバイザリー・
サービスの世界的活動において、財務、
経済、環境、そして社会の 4つの側面か
ら持続可能性に配慮しています。
 IFCと顧客が「財務の持続可能性」の
確保に協力すれば、長期にわたり開発に
資することができます。また「経済的持
続可能性」とは、IFCの支援するプロジェ
クトや企業が受入国の経済に貢献するこ
とを意味します。
 IFC顧客の業務とサプライチェーンで
「環境の持続可能性」を確保すれば、自
然資源の保護・保全、環境悪化の緩和、
そして気候変動をめぐる世界的問題への
取り組みに役立ちます。さらに、生活水
準と労働基準の改善、地域社会の福祉重
視、先住民との話合い、そして企業権利
と人権に関連した重要課題の尊重により
「社会の持続可能性」を支援することが
できます。
 IFCは、経済開発の恩恵が貧しい人々
や弱い立場にある人々にも及び、しかも
開発が持続可能な方法で進められるよ
う、全力を注いでいます。さらに IFCは、
持続可能性とは、市場変革、イノベーショ
ン促進、そして顧客企業の事業パフォー
マンス向上を通じた付加価値拡大のため
の機会であると捉えています。

IFC の持続可能性枠組み 

IFCの持続可能性枠組みは、持続可能な
開発に対する IFCの長年のコミットメン
トを反映するものです。この枠組みは、
人々と環境を守り、開発成果を広げ、説
明責任を促進します。
 この枠組みは、以下の要素で構成され
ています。「環境 ･ 社会持続可能性に関
する方針」は、顧客との協力で推進され
ているプロジェクトのパフォーマンスを
支援する責任は IFCにあると定義してい

IFC

顧客

持続可能性に
関する方針　

情報アクセス
に関する方針

8つのパフォーマンス基準

責任

環境・社会審査手続き

実施ツール

ガイダンス ･ ノート

環境、保健衛生 ･医療、安全に関
するガイドライン

グッドプラクティスに関する資料
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する顧客の評価 、ならびにプロジェク
ト管理に対する顧客のコミットメントと
その管理能力が考慮されます。この審査
では、プロジェクトが IFCパフォーマン
ス基準（14ページ参照）を満たしてい
るかどうかについても評価されます。
 また、基準にギャップが見られる場合
には、パフォーマンス基準が随時満たさ
れるよう、IFCと顧客の間で「環境 ･ 社
会行動計画」に合意します。IFCは、そ
の持続可能性枠組みに従い、A、B、C
など、環境 ･ 社会に与える影響をカテゴ
リ別に示すことで、直接的な投融資案件
に付随するリスクの程度を評価します。
金融仲介機関が関与するプロジェクトの
場合は、これらの金融機関のポートフォ
リオに内在するリスクのレベルに応じ
て、FI-1、FI-2、または FI-3に区分され
ます。
 中程のリスクから深刻なリスクを有す
るプロジェクトに対する環境 ･ 社会リス
クの評価は、通常年に 1度、顧客が提出
する報告書や現地の視察結果に基づい
て、IFCの環境 ･ 社会担当者によって行
われ、更新されます。また、IFC投融資
契約が調印され実行された後に現地視察
が行われます。このリスク評価は、IFC
の運営陣にとっての重要な情報源です。
また、IFC担当者が監督中に、業務の優
先順位を決定する上でも役立ちます。視
察の頻度は、投融資の環境 ･ 社会リスク
評価と、合意された環境 ･ 社会行動計画
の実施状況によって異なります。
 環境・社会リスク管理を強化するため、
IFCは、顧客への監督を強めることによ
り、IFCポートフォリオの環境・社会面
の情報格差（ナレッジ・ギャップ）を縮
小することに力を注いでいます。この格
差とは、IFCポートフォリオの中で、過
去 2年間にわたり環境・社会パフォーマ
ンスについての最新情報を提供していな
い企業の割合を指します。2012年度の
ナレッジ・ギャップは 5.6％で、目標の
6％を下回りました。

ます。「パフォーマンス基準」（14ペー
ジ参照）は、環境と社会のリスクを管理
する責任は顧客側にあると定義していま
す。さらに「情報アクセスに関する方針」
は、透明性に対する IFCのコミットメン
トについて明示しています。
 IFCは、18カ月にわたる世界的な協
議プロセスを経た後、この枠組みを改訂
しました。2012年 1月 1日付で発効し
た改訂版には、企業レベルで対応すべき
環境 ･ 社会リスク管理についてのグット
プラクティスの変遷と IFCのビジネスモ
デルの動向が反映されています。また、
この中では、気候変動、ジェンダー、 
企業権利および人権、顧客のキャパシ
ティ ･ ビルディングといった重要課題に
対する IFCのコミットメントが強調され
ています。さらに環境 ･ 社会カテゴリの
分類も、世銀や他の開発金融機関との整
合性を高め、金融仲介機関の業務に伴う
リスクを一段と幅広く捉えるために修正
されました。
 IFCは、経験に基づき、様々な種類の
プロジェクトや事業活動にパフォーマン
ス基準を適用する際の、分かりやすい指
針も顧客に提供してきました。この新規
の「情報アクセスに関する方針」（41ペー
ジ参照）は、2006年の「情報開示に関
する方針」からの大きな転換であり、世
銀の「情報アクセスに関する方針」との
整合を図るものです。これに関する詳し
い情報はウェブサイトをご覧ください
(http://www.ifc.org/sustainability)。

環境 ･ 社会リスク管理
IFCは、持続可能性に対するコミットメ
ントの一部として、IFCプロジェクトに
内在する環境・社会リスクとその影響を
回避したり、最小限に抑えたり、補償し
たりするために、顧客と協力しています。
また、投融資期間を通じて顧客の環境・
社会パフォーマンスをモニターし、それ
を向上させる機会を見出せるよう支援し
ています。
 投融資プロジェクトが提案されると、
IFCは、全体的なデューデリジェンスの
一環として、社会・環境面の審査を行い
ます。その際、プロジェクトの効果に関

IFC の投融資案件のカテゴリ
A:	� 環境 ･ 社会面において、深刻なリス

クが予想されるか、あるいは、多様
で、非可逆的、または前例のない深
刻な悪影響を与えると予測される事
業活動。

B:	� 環境 ･ 社会面において、限定的なリ
スクが予想されるか、あるいは、少
数で、一般に事業サイトに限られ、
概ね可逆的で、緩和策を通じて速や
かに対応できる限定的な悪影響を与
えると予測される事業活動。

C:	� 環境 ･ 社会面において最小限のリス
クまたは影響しか与えないか、全く
与えない事業活動。

FI:	� 金融仲介機関 (FI)が関与している
か、あるいは、金融仲介業務に関連
した実施メカニズムを通した事業活
動。このカテゴリは以下の項目に分
類される。

	� FI-1: 金融仲介機関の既存または提案
中のポートフォリオの中に、環境 ･
社会面において、深刻なリスクが予
想されるか、あるいは、多様で、非
可逆的、または前例のない深刻な悪
影響を与えると予測される事業活動
があり、そのために財政的なエクス
ポージャーに多分にさらされている
か、もしくは、さらされると予想さ
れる場合。

	� FI-2：金融仲介機関の既存または提
案中のポートフォリオが、環境 ･ 社
会面において、限定的なリスクが予
想されるか、あるいは、少数で、一
般に事業サイトに限られ、概ね可逆
的で、緩和策を通じて速やかに対応
できる限定的な悪影響が予測される
事業活動で構成されているか、構成
されると予想される場合、もしくは、
環境 ･ 社会面において、深刻なリス
クが予想されるか、あるいは、多様で、
非可逆的、または前例のない深刻な
悪影響を与えると予測される事業活
動がわずかに含まれている場合。

	� FI-3：金融仲介機関が有する既存ま
たは提案中のポートフォリオの中に
含まれている事業活動が、環境 ･ 社
会面において最小限のリスクまたは
影響しか与えないか、全く与えない
ために、財政的なエクスポージャー
にさらされていない場合。
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IFC 投融資プロジェクトのサイクル
以下のサイクルは、一つのビジネス案が IFC投融資プロジェクトとなり、様々な段階を経ていく過程を示すものです。

1
案件開拓

IFCの戦略的目標に従って、投融資
担当オフィサーと事業開拓担当オ
フィサーが適切なプロジェクトを特
定します。顧客との最初の面談は、
そのニーズを把握し、IFCが一翼を
担えるかどうかを判断する上で極め
て重要となります。

2
予備審査

投融資担当オフィサーは、プロジェ
クトの内容、IFCの役割、期待され
る開発への貢献、ステークホルダー
への利益、そして、取引を破綻させ
うる要因などを含めたプロジェクト
記述書を作成します。以前のプロ
ジェクトから学んだ教訓が配慮さ
れ、場合によっては、審査前の視察
を行って、予め問題を把握します。
その後、IFC上層幹部がプロジェク
トの審査を承認するかどうかを決定
します。

3
審査（デューデリジェンス）

投融資チームは、顧客との面談やプ
ロジェクトの現地視察を通して、対
象となる投融資の、ビジネスとして
の潜在性、リスク、機会を評価しま
す。その際、以下のような質問が問
われます。投融資案件は財務的、経
済的に健全か？ 環境 ･ 社会面の IFC
のパフォーマンス基準を遵守できる
ものか？以前の投融資から学んだ教
訓が配慮されているか？情報公開や
協議の所要条件が満たされている
か？プロジェクトまたは事業の持続
可能性をさらに高めるため顧客にい
かなる支援を提供できるか？ 

7
理事会の審査と承認

プロジェクトが IFC理事会に提出さ
れると、通常の手続きか簡素化され
た手続きを経て、承認のための審議
が行われます。「簡素化された」手続
きとは、理事会が会合を開いて検討
するのではなく、書類のみを審査す
るものです。この方法は低リスクの
プロジェクトに利用可能です。また、
特定の小規模なプロジェクトについ
ては、理事会からの権限委任により、
IFC運営陣が承認することもできま
す。ただし、デューデリジェンス過
程や公示はいずれの場合も行われま
す。理事会は、各投融資案件が、経済、
財務、開発面で価値があり、持続可
能性に対する IFCのコミットメント
が反映されていることを要求します。

8
契約調印

IFCと企業が投融資契約書に調印し
ます。これには、IFC持続可能性枠
組みの規定の遵守をはじめ、重大な
事故や死者が発生した場合に直ちに
報告する義務、定期的監視報告書の
提出に顧客が同意することなどが含
まれます。また、この契約書には、
顧客の環境・社会行動計画も正式に
盛り込まれます。

9
資金実行

資金の払込みは、通常、段階的に行
われるか、契約書に規定された所定
のステップを完了した後に行われ 
ます。
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4
投融資審査

プロジェクト・チームは、IFC担当
局の幹部に推薦書を提出し、それを
受けた幹部はプロジェクトを承認す
るかどうかを決定します。これは、
投融資サイクルの重要な段階です。
プロジェクト・チームと担当局幹部
は、顧客には、IFCの諸基準を満たし、
事業の持続可能性改善に向け IFCと
協働する能力と意志があることに確
信がなければなりません。

5
交渉

プロジェクト・チームは、IFCのプ
ロジェクト参加条件について交渉し
始めます。これには、実行条件、パ
フォーマンスとモニタリング規定、
行動計画合意、未解決問題の解決な
どが含まれます。

6
公示

環境・社会面 (E&S)のデューデリジェ
ンスが終了すると、審査の要約と行
動計画が発行されます。これらの文
書には、審査で判明した主要課題を
はじめ、重大な未遵守項目がある場
合には顧客の取るべき行動のリスト
が記述されています。これらの文書
は、理事会審査に提出される前に、
「投融資要綱」とともに、IFCウェブ
サイトで公開されます。公示期間は、
プロジェクトのカテゴリ別に決定さ
れます。

10
プロジェクトの監督と開発結果の
追跡

IFCは、融資契約書の条件が守られ
るよう投融資を監視します。企業は、
財務、社会、環境面のパフォーマン
ス報告書や、事業に重大な影響を与
えうる要因についての情報を定期的
に提出します。プロジェクトの現場
視察は、環境 ･ 社会規定の遵守状況
を確認するために予定されます。顧
客との継続的対話は、問題解決と新
たな機会の把握面で顧客を支援する
のに役立ちます。また、投融資サイ
クルの初めに指定された主な指標に
基づき、プロジェクトの開発への貢
献度が追跡されます。

11
評価

IFC業務のパフォーマンス向上を図
るため、毎年、円熟期の初めに達し
たプロジェクトのサンプルを無作為
に抽出して評価を行います。

12
完了処理

投融資が全額返済されたとき、また
は、IFCが持株を売却して投資を終
了したとき、IFCはプロジェクトの
帳簿をクローズします。場合によっ
ては、債権償却を決定することもあ
ります。IFCの目標は、顧客が、プ
ロジェクトの持続性を確保し、IFC
投融資が終了した後も長期間にわた
り維持していける慣行と管理システ
ムを確立できるよう手助けを行うこ
とです。



40 IFC 2012 年度年次報告書

カーボン・フットプリントに  
対するコミットメント
IFCでは、環境・社会持続可能性
において顧客に求める行動に矛盾
しない形で、業務を推進していま
す。IFCの事務所のある場所では、
コミュニティに利益をもたらすよ
うに努めながら、日常業務が環境
に及ぼす影響を削減することを目
指します。これが、IFCのカーボン・
フットプリントに対するコミット
メントです。
 天然資源の有効な利用は、この
コミットメントの重要な部分を占
めています。ワシントン DCにあ
る IFC本部での電気の利用率は、
IFCの内部業務から生み出される
炭素排出量の世界合計の約 20％を
占めています。また、目標を設定
したことで、ワークステーション
当たりの電力消費量もここ数年間
で着実に削減し、現在、ワークス
テーション当たり 5,646 キロワッ
ト時に低下しました。これは
2008年比で 20％の減少を示して
おり、目標を予定より 3年も早く
達成したことになります。
 また、業務から生ずる廃棄物の
削減にも取り組んでいます。2012
年度中に埋立地に送られた本部の
廃棄物はいっさいありません。そ
れに代わり、139,223キロもの紙、
金属、ダンボール、電球、電池は
すべてリサイクルされ、19,603

キロの事務用品や家具は地元慈善
団体に寄付されました。加えて、
269,692キロの廃棄物は地元のご
み焼却施設で処理され、地元コ
ミュニティへの給電に役立ちまし
た。
 IFCの世界的なカーボン・フッ
トプリントの半分以上は航空機を
利用した出張によるものです。
IFCの新規のテレプレゼンス ･ セ
ンターは、このような出張を減ら
し、IFCの持続可能性の目的達成
に貢献しています。今年は、前年
比で 20％増の、4,400回以上のビ
デオ会議が開かれました。これら
のツールにより、環境に及ぼす出
張の悪影響を回避しながら、IFC
業務の重要な機能を履行すること
ができます。
 IFCは、企業の持続可能性にお
けるリーダーとなり、環境への炭
素排出を削減するよう他の企業に
奨励することに最善の努力を注い
でいます。2011年度には、IFC
の内部業務から生み出された炭素
排出量の世界的合計は、二酸化炭
素に換算すると 44,650トン分に
相当しました。2007年度以降、
IFCは、自己の世界的カーボン・
フットプリントに関するデータを
収集して報告しています。
 IFCは、世界中の業務を「カー
ボン・ニュートラル」とする努力
も続けています。カーボン ･ フッ
トプリントを相殺するため、IFC

IFC が対象としない投融資

IFCは、以下の分野の一つ以上で相当量の活動を
行うプロジェクトに対しては投融資を行いません。
• 医薬品、殺虫剤／除草剤、オゾン層破壊物質、
ポリ塩化ビフェニル、「絶滅の恐れのある野生動
植物の種の国際取引に関する条約」の規制対象
である野生生物や製品など、当該国の法令もし
くは国際協定・合意書に基づき違法とみなされ
るか、国際的な禁止措置の対象である製品の製
造、取引、または活動。
• 武器および軍需物資の製造または取引。
• タバコの製造または取引。
• 賭博、カジノ、それに匹敵する事業。
• 放射性物質の製造または取引。ただし、これに
は、医療機器、品質管理（測定）装置、ならびに、
放射線量がわずかであるか、適切に遮蔽されてい
るか、あるいはその両方であると IFCにより判断
された機器の購入には適用されません。
• 非接着アスベスト繊維の製造または取引。た
だし、これには、アスベストの含有量が 20%未
満の接着アスベストセメントシートの購入には
適用されません。
• 長さ 2.5キロメートルを超える網を使用する
流し網漁。
 IFCの除外リストや、金融仲介機関、マイクロファ
イナンス機関、貿易金融プロジェクトの取り扱いに
ついての詳しい情報は、http://www.ifc. org/ifcext/
disclosure.nsf/Content/ IFCExclusionListをご覧くだ
さい。

ifc 内部業務から生み出される炭素排出量の 2012 年度の世界合計  
二酸化炭素換算値（トン）

IFCの 2011年度の炭素排出量は、二酸化炭素、メタン、窒素酸化物などを二酸化炭素に換算した結果、合計およそ
44,650トン (tCO2e)に上りました。

合計 44,649.55 (100%)
航空機による出張  29,918.00 (67.0%)
電力 11,992.90 (26.9%)
購入した蒸気 44.43 (0.1%)
冷水機用電力 209.44 (0.5%)
冷却剤 1,300.65 (2.9%)
車両などの移動機器 759.33 (1.7%)
固定燃焼装置 424.81 (1.0%)
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は、インドの 10メガワットのバ
イオマス発電プロジェクトから
カーボン ･ クレジットを購入しま
した。ここでは主に綿花の生産か
らでる茎、赤グラム、大豆、コメ
の籾殻を利用しています。IFCの
顧客 Shalivahana Green Energy 
Limitedが所有する Rake Power 
VCSプロジェクトは、農民がより
良い価格で農産物を売り、さらに
農村の人々がバイオマスの収集と
輸送に携わる機会を作り出してい
ます。

情報アクセスに関する新たな方針 

様々な地域やセクターで国際的な
業務を展開する多国間金融機関と
して、IFCは、多種多様なステー
クホルダーに影響を与えます。そ
の際、透明性と説明責任は、開発
マンデートを全うするための基礎
となります。透明な組織は、名声
を傷つけるリスクを上手に管理で
き、強固な事業を進める可能性を
高めます。
 今年発効した IFCの新しい「情
報アクセスに関する方針」は、開
発成果の伝達能力を高め、環境 ･
社会リスクの管理方法を改善する
ことに役立つでしょう。IFCのプ
ロジェクトと投融資についての透
明性が向上すれば、情報を得た上
での対話やフィードバックの交換
が可能になります。
 この方針の下で、IFCは、プロ
ジェクトの全段階で、一段と多く
のプロジェクト ･ レベルの情報を

公開します。環境、社会、開発面
の成果に関する情報の新たな開示
規定は、IFCポートフォリオにお
ける重要な成長分野である、金融
仲介機関を通した投融資にも適用
されます。この方針の転換により、
世銀グループの目標と整合した結
果報告にさらに重点が置かれるこ
とになります。
 IFCは、商業上繊細な情報、考
慮中の情報、機密情報を保護する
規定をそのまま維持しています
が、ステークホルダーは今や、特
定の情報の公開決定について抗議
したい場合は、独立した 2段階の
請願メカニズムを利用することが
可能になりました。
 IFCは、透明性を高めることによ
り、事業パフォーマンスの向上と、
良好なガバナンスの促進が可能に
なると確信しています。さらに、こ
の変革が将来、プロジェクトの成果
を向上させ、影響を受けるコミュニ
ティの意識を高め、ステークホル
ダーとの関係を強化できるよう望
んでいます。詳細についてはウェブ
サイトをご覧ください (www.ifc.org/
disclosure)。
 

市民社会との関わり
IFCは、組織的な形でステークホ
ルダーからのフィードバックを求
めます。IFCが結果を達成するた
めには、フィードバックを受ける
ことが極めて重要となります。
 18カ月にわたるプロセスを経
て昨年終了させた「持続可能性枠

組み」の見直しでも、16カ国余り
の市民社会団体を含め、様々なス
テークホルダーと関わりました。
その際に受けたインプットは、新
規の「情報アクセスに関する方針」
の策定に貢献しました。
 IFCは 3年前に、年次報告書に
関連した話合いをステークホル
ダーとの間で開始しました。この
プロセスにより、年次報告書に掲
載する重要課題に関し、実際的な
フィードバックを受けることがで
きました。このステークホルダー ･
パネルは、市民社会、民間セク
ター、財団などの代表者で構成さ
れています。このパネルを導入し
て以来、パネルのフィードバック
を年次報告書の作成過程にできる
だけ反映できるよう、パネルとの
関わりが年々早まりました。
 IFCは、世銀グループのシビル
ソサイエティ担当チームと連携し
て、定常的に市民社会の協力を求
めています。コンプライアンス・
アドバイザリー／オンブズマンも
また、IFCのプロジェクト・チー
ムとの協同により、地元コミュニ
ティ、市民社会団体、その他のス
テークホルダーと緊密に連絡を
保っています。
 こうした継続的な関わりを拡大
することにより、IFCは、ステー
クホルダーとの間でフィードバッ
クのループを保ち続けることがで
きるのです。
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持続可能な開発に関する一部情報の独立した保証報告書

我々は、IFCの要請に従い、2012年 6月 30日に終了する年度の報告書に係り、持続可能な開発に関する一部の情報のレビュー
を実施した。これには定量的指標（以下「指標」と称す）と定性的な表明（以下「表明」と称す）が含まれる。その際、我々は、
企業責任の管理とパフォーマンスについての表明に加え、義務的と見られる表明、特定のステークホルダーの利害にかかわる
とみられる表明、そして IFCの名声にリスクを及ぼしそうな表明を選別した。これらの指標および表明は、以下の重要な分野
に関連している。

重要分野 表明 指標
IFCの方針 「IFCの開発目標」（18ページ）

「IFCの持続可能性枠組み」（36～ 37ページ）

投融資と 
アドバイザリー・
サービスの 
開発効果

「アドバイザリー ･ サービスの成果」（23ページ） 高い評価を受けた投融資プロジェクトの割合（3ページ）：
68％、詳細については業種別（25ページおよび本書 29ペー
ジの内側）、地域別（25ページおよび本書 29ページの内側）、
パフォーマンス分野別（25ページ）、加重スコアおよび加
重前スコア（本書 29ページの内側）を参照

高い評価を受けたアドバイザリー ･ プロジェクトの割合 
（3ページ）：72％、詳細については業務分野別（25ページ）、
地域別（25ページ）の表を参照

環境・社会評価 「IFCパフォーマンス基準」（14ページ）

「環境・社会リスク管理」（37ページ）

2012年度の環境・社会カテゴリ別にみた契約額（本報告書
28ページの内側）： 

カテゴリ	 契約額（百万ドル）	 プロジェクト数
A	 931	 17
B	 3,629	 153
C	 6,975	 267
FI	 3,340	 120
FI-1	 140	 2 
FI-2	 410	 11
FI-3	 37	 6
	 15,462	 576

最貧国での関与 「世界的な結果」（本報告書 26ページの内側）

「最貧国における経済成長と機会創出の促進」の項、これには
「2005年以来、IDA適格国向けの投融資は 6倍に増え [...] 550 万
ドルの融資パッケージを提供しました」という記述を含む（本書
52～ 53ページ内側）

「重要性が高まる南・南投資」の項、これには「それはまた IFC
の戦略的優先課題 [...] 役立つと述べています」という記述を含
む（本書 64ページの内側）

気候変動 「気候変動への対応：喫緊の優先課題」の項、これには「IFCの
気候関連の投融資は [...] 約 30％は気候に関連したものでした」
という記述を含む（本書 43ページの内側）

2012年度の気候関連の契約額（3ページ）：16億 2,100万
ドル

ファイナンシャル・
インクルージョン　

「現地通貨建て融資のパイオニア」の項、これには「先進・途
上 20カ国グループ [...] 10億ドル以上発行することが可能にな
ります」という記述を含む（本書 49ページの内側） 

「貿易金融が開発に重要な理由」の項、これには「IFCは、貿易
金融が開発成果を [...] 合計 61億ドルに達しました」という記
述を含む（本書 65ページの内側）

「新興市場における開発資金の捻出」の項、これには「新興国
での投融資ファンドを力強く支援してきた IFCは [...] 約 79万
5,000人の雇用が支援されました」という記述を含む（本書 62
ページの内側）

2011年（暦年）のマイクロファイナンス・ローンおよび中
小企業向けローンの件数と金額（24ページ）

ローン・タイプ	 ローン数（百万件）	 金額（十億ドル）
マイクロファイナンス	 19.7	 19.84
中小企業	 3.3	 181.25

IFCの活動の評価 「独立評価グループ」（30ページ）

IF
C
の
活
動
の
環
境
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会
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果
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このレビューは以下の項目について限定
的保証 1を行うことを目指した。
 指標は、特定の指標に関する IFCの
指示書、手続き、ガイドラインから成る、
2012年の報告書作成基準（以下「報告
書作成基準」と称す）に基づいて作成さ
れた。こうした指標は、「環境 ･ 社会カ
テゴリ別契約額」（本書 28ページの内側）
および「投融資とアドバイザリー ･ サー
ビスの開発効果」（25ページ）に関する
ものであり、IFCのウェブサイトにも掲
載されている。これら指標の要約は本年
次報告書に掲載されている。
 表明は、IFCのウェブサイト 2に掲載
された「情報開示に関する IFCの方針」
と、国際基準 3で定義された重要性、完
全性、中立性、明確性、および信頼性の
原則に基づいて作成された。
 これらの指標や表明の作成、報告書作
成基準についての情報提供、そして年次
報告書の編集の責任は IFCに帰属する。
 一方、我々の責任は、レビューに基づき、
これらの指標と表明についての結論を述
べることにある。我々のレビューは、国
際会計士連盟 (IFAC)の国際保証業務基準

(ISAE) 3000に準拠して実施された 4。ま
た、我々の独立性は、IFACの職業人倫理
規範により定義されたものである。

レビューの種類と範囲
我々は、結論の記述が可能となるよう、
以下のレビューを実施した。
• 報告書作成基準、方針ならびに原則を、
その重要性、完全性、中立性、信頼性の
観点から評価した。
• 上記の表に記述されたような持続可能
性に関する重要な表明を特定するため、
本年次報告書の内容のレビューを行っ
た。
• 報告書作成基準の適用状況、あるいは
表明の適正を評価するため、コーポレー
ト ･ レベルで 25名を超える報告上の責
任者とのインタビューを実施した。
• コーポレート・レベルで分析手続きを
実施し、試査により指標の算出と併合過
程を確認した。
• 指標または表明の裏づけとなる書類、
例えば、理事会や他の会合に提出された

報告書、融資契約書、内外でのプレゼン
テーションや報告、調査結果などを収集
した。
• 本年次報告書に掲載された情報および
指標、そしてそれに関連した方法の付記
などの提示についてレビューを行った。

レビューの限界
このレビューは、上記の表に記述された
表明と指標だけに限られ、本年次報告書
中で公表された他の情報は対象としな
かった。
 また、我々が行った試査は、IFCのワ
シントン DC本部での文書のレビューと
インタビューのみに限られた。本表明の
対象となった作業に関する限り、外部の
ステークホルダー、顧客、あるいは IFC
の現地事務所での活動には参加しなかっ
たほか、個々のプロジェクトに関する情
報の妥当性を確認するための試査やイン
タビューも実施しなかった。

責
任
の
あ
る
ビ
ジ
ネ
ス
行
動
と
付
加
性

1 より高水準の保証には、さらに徹底した業務が必要となる。
2 http://www.ifc.org/ifcext/disclosure.nsf/content/disclosure_policy

3 国際会計士連盟 (IFAC)の国際保証業務基準 (ISAE) 3000、グローバル・レポーティング・イニシアティブ (GRI)、または AA1000 説明責任に関する基本原則を指す。
4 国際保証業務基準 (ISAE) 3000：「過去の財務データのレビュー以外の保証業務」、国際会計士連盟、国際監査・保証基準審議会、2003年 3月。

重要分野 表明 指標
食糧安全保障 「途上国における食糧安全保障の強化」（本書 46ページの内側）

医療と教育へのアク
セス

「貧困層の教育 ･ 医療の改善のための支援」（本書 47ページの
内側）

責任あるビジネス 「女性のための経済的機会の拡充」の項、これには「女性は経
済発展と機会創出の大きな源泉 [...] に資金を提供できる見通し
です」という記述を含む（本書 56ページの内側）

「受益者」の項、これには「IFCのプロジェクトは、気候変動へ
の取組み [...] ストレス耐性型新種 7種を導入しました」という
記述を含む（4～ 5ページ）

「持続可能なビジネス」（10ページ）

資金動員 「資金動員の威力」の項、これには「このような効果的な資金
動員が可能なのは、IFCが力強い利益を一貫して [...] 協調融資
は 27億ドルに達しました」という記述を含む（本書 61ページ
の内側）

ガバナンス 「IFCと企業倫理」（35ページ）

コーポレート・ 
フットプリント　

「カーボン ･ フットプリントに対するコミットメント」 
（40～ 41ページ）

炭素排出量（40ページ）：2012年度には 44,650 tCO2に
相当する炭素排出
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総務会への書簡  
IFC 理事会は、国際金融公社の定款に基
づいて、本年次報告書の作成に当たらせ
ました。ジム・ヨン・キムは、IFC総裁・
理事会議長として、監査済み財務諸表と
共に本報告書を総務会に提出するしだい
です。2012 年 6 月 30 日に終了する本
年度中、民間セクターへの投融資とアド
バイザリー・サービスを通じて、持続可
能な開発成果を一段と拡大できましたこ
とは誠に喜ばしく、理事会一同、ここに
謹んでご報告いたします。

報告書作成基準と表明の作成プロセス
に関する情報
報告書作成基準および表明作成に関する
方針と原則については、以下のコメント
を記しておきたい。

重要性
IFCは、自己が持続可能性に与えた影響、
環境 ･ 社会に対するリスク、影響、そし
て、IFC資金を受けたプロジェクトが直
接もたらした成果、あるいは、金融仲介
機関を通して達成した成果といった、持
続可能性に関する情報を提供している。
このレベルの情報公開は、他の多国間開
発銀行の公開水準と合致したものであ
る。IFCはまた、開発成果の評価、中で
も「開発結果追跡調査システム (DOTS)」
を通じた開発成果の評価と、「IFCの開
発目標」（18ページ参照）の作成と試験
的実施に特別の努力を注いでいる。

完全性
指標の報告範囲には、IFCの重要な活動
の大半が含まれている。本年次報告書で
は、各指標が実際に包括する範囲を、当
該データへの脚注として示している。一
方、DOTSの評価に関する限り、IFCの
貿易金融向け投融資の開発結果について
の評価は現在、報告されていない。貿易
金融業務は、IFCのポートフォリオの中
でしだいに重要性を増しているため、
IFCは、将来の情報公開に備え、DOTS
の枠組みを用いて、貿易金融の開発成果
の測定を開始した。

中立性と明確性
IFCは、指標の設定に際し、採用した方
法についての情報を、公表データへの脚
注として、あるいは関連セクションにお
いて提供し、さらに IFCのウェブサイト
でも公開している（リンクは本書 66ペー
ジの内側に掲載） 

信頼性
我々は、IFCが「アドバイザリー ･ サー
ビスの開発効果」および「カーボン ･ フッ
トプリント」に関連した内部統制の強化
において進展を遂げたことを特筆してお
きたい。反面、「気候関連の投融資」と
投融資サービスの開発結果の環境 ･ 社会
面 (E&S)の指標については、報告ツール
と内部統制の強化と、さらなる定式化を
進めることが IFCにとって有益である点
を指摘しておく。特に、E&Sのリスク評
価を更新するプロセスでは、あらゆる事
例で最も最新の情報を用いて、プロジェ
クトの E&Sパフォーマンスを評価でき
るよう、定式化をいっそう進めるべきで
ある。

結論
我々のレビューに基づくと、以下の内容
を確信させるような、注意を引く事項は
何も見つからなかった。
• あらゆる重要な側面において、指標が
報告書作成基準に基づいて作成されな
かった。
• あらゆる重大な側面において、表明が
「情報開示に関する IFCの方針」と、国
際基準によって定義された重要性、完全
性、中立性、明確性、および信頼性の原
則に基づいて提示されなかった。

Paris-La Défense、フランス、 
2012年 8月 20日

独立監査人 
ERNST & YOUNG et Associés

エリック・デュヴォー 
クリーンテクノロジー ･ 
持続可能性担当パートナー
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2012年度年次報告書に関するステークホルダー審査パネル

パネルメンバー  
審査パネルは以下の専門家で構成されて
います。
•	 Arvind Ganesan, Director, Business and 
Human Rights, Human Rights Watch
•	 Marina Gorbis, Executive Director, 
Institute for the Future
•	 Daniel Kress, Deputy Director, Health 
Economics, Bill & Melinda Gates Foundation
•	 Sabine Miltner, Managing Director, 
Sustainability, Deutsche Bank AG
•	 Shalini Nataraj, Vice President, Programs, 
Global Fund for Women
•	 Ruth Rosenbaum, Executive Director, 
Center for Reflection, Education and 
Action (CREA)
•	 Faiza Shaheen, Senior Researcher, New 
Economics Foundation
•	 Ken Wilson, Executive Director, The 
Christensen Fund

重要課題：
以下は、IFCによって特定され、パネル
によって鋭化された重要課題です。
• 貧困層を配慮した成長と人材育成の 
促進
• 仕事 ･ 雇用
• 南・南投資と貿易金融
• 気候変動
• IFCアセット ･ マネージメント社と協
調融資業務を通じた資金の動員

全般的なフィードバック
パネルは、IFCチームの冷静な語調と実
直さに感謝しました。特に、各自の業務
と知見について語った局長や副総裁、 
そして本報告書の制作担当局長 Bruce 
Moatsに対し謝意を表しました。数年に
わたって参加したパネルメンバーは、
IFCについて大いに学んだとし、微妙な
ヒントや重点的なフィードバックを提供
することができたと述べました。また審
査パネルが今後も IFCに付加価値をもた
らせるよう、このステークホルダーとの
プロセスを向上させていきたいと述べま
した。 
 パネルメンバーは、IFCによる結果の
追跡ならびに測定業務、とりわけ開発成

果の測定という現行の努力を評価しなが
らも、この業務を一段と加速するよう推
薦しました。また、民間セクターの持続
可能性を高め、企業倫理を徹底させ、透
明性を改善するための助言とガイダンス
の提供という IFCの業務とアプローチを
支援しました。こうした慣行は、学んだ
教訓を総合し、フィードバックや助言を
求め、業務慣行とプロセスをさらに鋭化
しつつ、試行を通して革新的な方策を見
出すという IFCの業務の進め方の一例で
もあります。パネルはまた、プロジェク
トに関連した業務に加えて、本報告書に
掲載されているようなストーリーを今後
も含めるよう奨励しました。
 パネルは、本報告書の冒頭に新たなセ
クションを設けて、ラース ･ チュネル長
官の指導の下で過去 5年間に達成した実
績を掲載したことで、IFCの戦略、役割、
業績が、これまでの報告書より明確に示
されたと述べました。さらに、IFCは、
当期の活動を長期的な視点に立って検討
し、重要な結果の要約だけでなく、IFC
の戦略的計画と変容するビジネスモデル
から学んだ教訓を含める習慣を今後も続
けるべきだと述べました。
  

具体的な提案：
• 重要課題は、もっと長期的な視野に広
げる必要があり、IFCの 1年間の業務内
容を鮮明にするため、学んだ教訓と結果
の両方に結びつけるべきである。
• 学んだ教訓から知見を得、それらを動
向や成果と併せて、他者と共有するため
には、1年以上のデータに基づいて結果
を出すべきである。   
• IFCのポートフォリオには、低炭素型
成長、女性や最貧困層も含めたインク
ルーシブな成長、資本集約度の高い雇用
といった課題をめぐり多数の矛盾する力
が作用している。IFCは、こうした課題
の連関性について述べ、直面するジレン
マにいかに対応しているかを具体的に述
べるべきである。 
• 本年度の報告書には、アドバイザリー
･ サービスを中心とする主な業務内容が
一段と包括的に記述されている。IFCは
このアプローチを今後も続けるよう提案
する。

IFCは 3年前に、2010年度の年次報告
書で初のステークホルダー審査パネルを
試験的に導入しました。このパネルとの
関わりを通じて、外部のステークホル
ダーが抱いている関心事を見極め、IFC
とパネルメンバーが互いに学習し理解を
深めることができました。現在、このパ
ネルは 8名の専門家で構成されていま
す。これらの専門家は、IFCが抱えるジ
レンマから、機会、結果にいたる、複雑
な業務に関する報告内容を改善するため
に、様々な客観的な視点を提供しました。

背景
今年は、パネルからの昨年のフィード
バックに基づき、いくつかの重要な点で
パネルとの関わりを深めました。(1)パ
ネルは、新しい重要課題を特定するので
はなく、IFCと理事会によって作成され
た重要課題の内容の向上を図りました。
(2) IFCの局長 2名（IFC環境・社会 ･
ガバナンス局長 Bill Bulmerおよび開発
成果局長 Nigel Twose）と副総裁 1名（財
務・協調融資・情報技術担当副総裁
Jingdong Hua）との間で、数件の重要課
題に関連した各氏の業務内容について話
し合いました。(3) 報告書の草案の概要
段階で審査を始めるなど IFCとの協議を
早めに開始しました。加えて、IFCは、
将来のパネル審査の価値を高める方策に
ついてパネルからのフィードバックを求
めました。 
 IFCでは、このプロセスの舵取りに当
たる中立の進行役を立てました。パネル
メンバーの任期は 1年で、その後 1年間
の延長が可能です。メンバーは 2度にわ
たる電話会議と、重要課題の内容を精化
するための 1日会議に参加し、概要段階
の草案と第一草案の改善点について提案
し、さらにほぼ完全に近い報告書の審査
を行い、それに対する IFCの対応を評価
しました。パネルは、2012年度年次報
告書の承認や支持は行っておりません
が、ステークホルダー ･ パネルによる本
声明については承認しています。パネル
メンバーの大半は、この作業の返礼とし
て、少額の謝礼を受けました。一部のパ
ネルメンバーには旅費の払い戻しが行わ
れましたが、それ以外の費用の払い戻し
はいっさい行われませんでした。
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財務の概要

財務パフォーマンスの概要
IFCの純利益は年々、多数の要因の影響を受けており、その結果、財務パフォーマンスが激しく変化する可能性があります。 
全般的な市場環境も IFCの財務パフォーマンスに多大な影響を及ぼします。
 以下は、IFCの純利益と包括利益を構成する主な要素と、これらの利益の水準と変化に年ごとに影響を与える要因について
述べたものです。

大きな影響を与える要因

スプレッド ･ レベルや競争の程度などを含めた市場の状況。遅延債権、遅延債権からの利息回収、個人債
権の参加型ノートの受取利息も貸出金収益に含まれる。 

流動資産ポートフォリオの実現・未実現利益（損失）（これらは、金利の環境といった外部の要因に左右
される）、および流動資産ポートフォリオ中の特定の資産クラス。

エクイティ ･ ポートフォリオのパフォーマンス（元本価格の変動による実現利益、配当、有価証券減損処理、
非貨幣資産の交換益、株式投資の未実現利益／損失など）。

借入者のリスク管理、倒産の確率、および倒産した場合の損失。

 
IFCが顧客に提供するアドバイザリー ･ サービスの水準、職員の退職年金および他の給付プランの費用、
管理費用などの承認済み予算。

基本的には、借入金の公正評価額の変化の差額を指す。これには、IFCの信用スプレッド、関連するデリバティ
ブ商品、さらに、プット・オプション、ワラント、株式オプションを含む投資ポートフォリオの未実現利益（こ
れらは新興市場に対する世界的な投資環境に一部左右される）などが含まれる。これらの有価証券は、内部で
開拓されたモデルや方法を用いて評価される。そうしたモデルや方法に投入するインプットは判別可能である
場合とそうでない場合がある。

理事会によって承認された IDA拠出額の水準。

新興市場の株式に対する世界的な投資環境、特定銘柄のパフォーマンス。これらの株式投資は未調整の時
価で評価され、債務証券は、内部で開拓されたモデルや方法を用いて評価される。そうしたモデルや方法
に投入するインプットは判別可能である場合とそうでない場合がある。

年金資産のリターン、給付金債務の予想に用いられた主な仮定（これには、金融市場の金利、過去の経験、 
将来の給付コストへの影響および経済状況に対する運営陣の最善の予測などが含まれる）。

構成要素
純利益

利付き資産の利回り

 
 
流動資産収益

 
エクイティ投資ポートフォリオ収益 

貸倒れ引当金および債務保証 
損失引当金

その他の収益および費用

 
その他の非トレーディング金融商品 
（公正価額で評価）の利益／損失 
 

 
IDA拠出金

その他の包括利益

上場株式投資および売買可能（AFS） 
債務証券の未実現利益／損失 

未認識数理計算上の差異および給付 
プランの未確認過去勤務費用
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IFCの 2012年度の収益（IDA拠出金差引き前）は 16億 5,800万ドルでした。これに対し、2011年 6月 30日に終了した
2011年度の収益は 21億 7,900万ドル、また 2010年 6月 30日に終了した 2010年度の収益は 19億 4,600万ドルでした。
 2011年度に比べ、2012年度の収益（IDA拠出金差引き前）が減少した理由は、基本的には、(i) 非トレーディング金融商品
への投融資とその他の非トレーディング金融商品（公正価額で評価）の未実現利益の減少、(ii) 株式および債務証券の非一時的
な減損額の増大、(iii) 流動資産からの収益低下、(iv) 貸倒れ引当金および債務保証損失引当金の増大、(v) 管理費用の増大に由来
したものですが、その一部は、(i) エクイティ投資実現利益および非貨幣資産の交換益の増大、(ii) アドバイザリー ･ サービスの
費用低下（アドバイザリー ･ サービスの収益差引き後の純額）、(iii) 非トレーディング金融商品の為替取引からの差益増大によ
り相殺されました。
 2012年度の IDA拠出金は合計 3億 3,000万ドルでした。これに対し、2011年度は 6億ドル、2010年度は 2億ドルでした。従っ
て、2012年度の純利益は 13億 2,800万ドルでした。これに対し、2011年度は 15億 7,900万ドル、2010年度は 17億 4,600万
ドルでした。

各年 6 月 30 日に終了する過去 5 年間の IFC 純利益（損失） 
（百万米ドル）

2012
2011
2010
2009
2008

$1,328
$1,579

$1,746
$(151)

$1,547
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下記の表は過去 5年の会計年度における財務データの一部を示したものです（単位：別段の記述がない限り百万米ドル）。

一部の財務データ      2012 2011 2010 2009 2008
各年 6月 30日現在および 6月 30日終了年度

収益の要約：
貸出および保証からの収益  $     938 $     877 $     801 $     871 $   1,065
貸倒引当金および債務保証損失引当金の取崩し（繰入額） (117) 40 (155) (438) (38)
エクイティ投資からの収益（損失）  1,457 1,464 1,638 (42) 1,688
内訳：     
エクイティ投資実現利益  2,00 737 1,290 990 1,219
非貨幣資産の交換益  3 217 28 14 177
エクイティ投資未実現利益（損失）（公正価額で評価）  (128) 454 240 (299) 12
配当および利益参加  274 280 285 311 428
非一時的な減損額  (692) (218) (203) (1,058) (140)
手数料、その他  – (6) (2) – (8)

債務証券からの収益      81 46 108 71 163
流動資産のトレーディング活動からの収益     313 529 815 474  473
借入手数料  (181)  (140)  (163)  (488)  (782)
その他の収益     
サービス手数料  60 88 70 39 58
アドバイザリー・サービスからの収益 269 – – – –
その他　  119 134 106 114 55

その他の費用     
管理費用  (798) (700) (664) (582) (549)
アドバイザリー・サービス費用 (290) (153) (108) (134) (150)
年金および他の退職後給付費用  (96) (109) (69) (34) (3)
その他　  (23) (19) (12) (14) (3)

非トレーディング活動の為替取引利益（損失）  145 (33) (82) 10 (39)
その他の非トレーディング金融商品（公正価額で評価）の損益および IDA拠出金控除前の収益（損失）  1,877 2,024 2,285 (153) 1,938
その他の非トレーディング金融商品の純利益（損失）  (219) 155 (339) 452 109
内訳：     
実現益   11 63 5 – –
非貨幣資産の交換益      10 22 6 45 –
未実現利益（損失）    (240)  70 (350)  407 109

IDA拠出前利益  1,658  2,179  1,946  299  2,047
IDA拠出金  (330)  (600)  (200)  (450)  (500)
純利益（損失）  $   1,328  $   1,579  $   1,746  $    (151)  $   1,547
連結貸借対照表の要約：     
資産合計  $75,761  $68,490  $61,075  $51,483  $49,471
流動資産（関連デリバティブ控除後）  29,721  24,517  21,001  17,864  14,622
投融資  31,438  29,934  25,944  22,214  23,319
借入金残高（公正価額調整を含む）  44,665  38,211  31,106  25,711  20,261
資本合計   $20,580  $20,279  $18,359  $16,122  $18,261
内訳：     
用途未指定留保利益  $17,373  $16,032  $14,307  $12,251  $12,366
用途指定留保利益      322 335 481 791 826
資本金  2,372  2,369  2,369  2,369  2,366
その他の包括利益累積額（AOCI）   513 1,543 1,202 711 2,703
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 2012 2011 2010 2009 2008
各年 6月 30日現在および 6月 30日終了年度

財務比率：1

平均資産利益率（GAAPベース）2 1.8%  2.4%  3.1%  (0.3)%  3.4%
平均資産利益率（非 GAAPベース）3 2.8%  1.8%  3.8%  (1.1)%  3.7%
平均自己資本利益率（GAAPベース）4 6.5%  8.2%  10.1%  (0.9)%  9.6%
平均自己資本利益率（非 GAAPベース）5  9.9%  6.0%  11.8%  (3.0)%  9.0%
翌 3年間の純現金推定所要額に対する現金および短期投資の比率       77% 83% 71% 75% 62%
外部調達資金の流動性レベル 6    327% 266%  190%  163% 96%
負債比率 7  2.7:1  2.6:1  2.2:1  2.1:1  1.6:1
実行済み貸出金残高合計に対する貸倒引当金比率 8 6.6%  6.6%  7.4%  7.4%  5.5%
資本測定値：     
リスク加重後の自己資本比率 9   n/a  n/a  n/a  44% 48%
所要額合計（十億ドル）10 15.5  14.4  12.8  10.9  10.4
利用可能額合計（十億ドル）11 19.2  17.9  16.8  14.8  15.0
戦略資本金 12  3.7  3.6  4.0  3.9  4.6
展開可能な戦略資本金 13  1.8  1.8  2.3  2.3  3.1
利用可能額合計に対する展開可能な戦略資本金の比率     9% 10%  14% 16% 21%

1  以下に掲載された特定の財務比率は、投融資や他の非トレーディング金融商品の未実現損益、AOCI、および変動持分事業体 （VIE） の連結からの影響を排除して算出。

2  当年度末と前年度末の資産合計の平均に対する当年度の純利益の比率 （％） を指す。 

3  実行済み貸出金・エクイティ投資 （引当金控除後、簿価）、買戻条件付取引控除後の流動資産、さらに当年度と前年度の他の資産合計の平均の合計額に対する、純利益 （ただし特定の投融資の未実現損益 （公正価額で評価）、
連結後の変動持分事業体からの収益、非トレーディング金融商品 （公正価額で評価） の損益は除外） の比率 （％） を指す。

4  当年度末と前年度末の資本合計 （応募手続中払込金は除外） の平均に対する当年度の純利益の比率 （％） を指す。 

5  当年度と前年度の払込資本および留保利益 （ただし特定の未実現損益控除前、費用として未計上の用途指定項目累積額は除外） の平均に対する、純利益 （ただし特定の投融資の未実現損益 （公正価額で評価）、連結後の変動
持分事業体からの収益、非トレーディング金融商品 （公正価額で評価） の損益は除外） の比率（％） を指す。

6  流動性に関する IFCの目的は、外部調達資金が (i） 契約済み未実行無担保優先貸付の 100％、 （ii） 契約済み保証の 30％、および （iii） 契約済み顧客リスク管理商品の 30％を合計した金額の少なくとも 65％をカバーする水準を最低
限として維持することにある。

7  年度末の払込資本金および用途未指定の留保利益 （ただし融資、出資、ならびに純利益に含まれる他の非トレーディング金融商品 （公正価値で評価） の未実現累積損益を差引後） の合計に対する借入金残高と保証残高の合計
の比率を指す。

8  実行済み貸出金残高合計に対する貸倒引当金比率とは、年度末の実行済み貸出金残高合計に対する貸倒引当金合計の比率 （％） を指す。

9  リスクウェイトを乗じた資産 （オフバランスの資産も含む） に対する資本勘定 （払込資本金、留保利益、ポートフォリオ （一般） 貸倒引当金を含む） の比率を指す。この比率には、IFCの連結貸借対照表の資本合計に計上さ
れた「特定用途に指定された留保利益」は含まれない。IFC理事会は、2008年 6月 30日に終了する年度 （2008年度） からリスクベース経済資本の枠組みの使用を承認した。そのため、リスク加重後の自己資本比率を並
行して利用することは中止された。

10 IFCのトリプルＡの格付を維持する上で必要な最低資本金。この金額は、IFCが保有する各資産クラスのリスクベース経済資本所要額を総合して算出。

11 払込資本と留保利益 （ただし用途の指定された留保利益と一般および特定の貸倒引当金控除後） の合計を指す。これは、IFCのリスクベース経済資本の枠組みのもとで利用可能となる資金水準を示す。

12 利用可能額合計から所要額合計を差し引いた金額。

13 利用可能額合計から所要額合計を差し引いた金額の 90％。



50 IFC 2012 年度年次報告書

投融資プログラム
契約額
2012年度の契約合計は、2011年度の 186億 6,000万ドルから 9％増大し、203億 5,800万ドルに達しました。そのうち、IFCの契約額
は 154億 6,200万ドル（2011年度は 121億 8,600万ドル）、また中心的な資金動員額は 48億 9,600万ドル（2011年度は 64億 7,400
万ドル）でした。 

2012年度と 2011年度の契約額と中心的な資金動員額は以下に示す通りです（百万米ドル）。

 2012年度  2011年度

契約合計 1  $20,358  $18,660
IFC契約額  
融資  $  6,668  $  4,991
エクイティ投資 2,282  1,968
保証 ：  
グローバル・トレード・ファイナンス・プログラム  6,004  4,638
その他　   398 529
顧客リスク管理   110 60

IFC契約額合計   $15,462  $12,186
中心的な資金動員  
融資参加、並行融資、他の資金動員  
融資参加  $  1,764  $  3,457
並行融資 927  1,127
他の資金動員   814 134

融資参加、並行融資、他の資金動員合計  $  3,505  $  4,718
AMC  
準債務増強ファンド  $     215  $     252
株式資本増強ファンド   24 113
ALAC ファンド  190  85
アフリカ資本増強ファンド   8 4

AMC合計  $     437  $     454
他のイニシアティブ  
世界貿易流動性プログラムおよびクリティカル・コモディティ･ファイナンス ･プログラム   $     850 $  1,050
インフラストラクチャー危機ファシリティ   63 252
官民パートナーシップ  （PPP）を通じた資金動員 41 –

他のイニシアティブ合計 $    954  $  1,302
中心的な資金動員合計   $ 4,896  $  6,474

1 債務証券は、それぞれの特性に基づき、融資ならびにエクイティ投資の中に含まれている。

中心的な資金動員の比率
中心的な資金動員の比率とは以下のように定義されます。

融資参加 + 並行融資 + 他の資金動員 + 中心的な資金動員の基準を満たすストラクチャード ･ファイナンスのうちの IFC以外の部分 +  
イニシアティブ中の IFC以外の契約額 + AMCが運用するファンド中の IFC以外の投資契約額 + PPPを通じた資金動員

契約額（IFC投融資 + ストラクチャード ･ファイナンス中の IFCの部分 +  
イニシアティブ中の IFC契約額 +AMCが運用するファンド中の IFCの投資契約額）

2012年度中、IFCが 1ドルの拠出契約を行うごとに、0.32ドルの資金（これには、融資参加、並行融資、他の資金動員、ストラクチャード ･ 
ファイナンスの IFC以外の部分、イニシアティブ中の IFC以外の契約、および AMCが運用するファンド中の IFC以外の投資契約という
形態が含まれる）を動員しました（2011年度は 0.53ドル）。
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アセット･ マネージメント社（AMC）
AMCが運用するファンドの 2012年 6月 30日現在、および 2011年 6月 30日現在の活動は以下に示す通りです（単位：別段の記述が
ない限り百万米ドル）。

 株式資本 準債務  ALAC  アフリカ資本 ロシア銀行資本  
 増強ファンド 増強ファンド ファンド 増強ファンド 増強ファンド 合計

2012年 6月 30日現在の運用資産：  $1,275  $1,725  $1,000  $182  $275  $4,457
IFCからの拠出      775 225 200 ̶ 125 1,325
他の投資家からの拠出     500 1,500  800 182  150 3,132

2012年 6月 30日現在：      
被投資家への契約額      

IFC 36 32 48  ̶ ̶ 116
他の投資家       24 215 190 8 ̶ 437

投資家からファンドへの実行額：      
IFC       62 28 52 ̶ ̶ 142
他の投資家       40 186 208 14 ̶ 448

ファンドによる実行額       97 208 174 11 ̶ 490
ファンドによる実行件数       6 2 8 3 ̶ 19

      
 株式資本 準債務  ALAC  アフリカ資本 ロシア銀行資本  
 増強ファンド 増強ファンド ファンド 増強ファンド 増強ファンド 合計

2011年 6月 30日現在の運用資産：       
IFCからの拠出 775 225 200 ̶ ̶ 1,200
他の投資家からの拠出      500 1,500  800 55 ̶ 2,855

2011年 6月 30日現在：      
被投資家への契約額      

IFC 168 38 21 ̶ ̶ 227
他の投資家      109 252 85 4 ̶  450

投資家からファンドへの実行額：      
IFC      214 47 17 ̶ ̶ 278
他の投資家      138 316 64 1  ̶ 519

ファンドによる実行額       344 359 78 ̶ ̶ 781
ファンドによる実行件数     4 3 4  ̶  ̶ 11

アドバイザリー・サービス
2012年 6月 30日現在の IFCアドバイザリー ･ サービス ･ ポートフォリオは 8億 9,400万ドルでした。これに対し、2011年 6月 30日
現在では 8億 2,200万ドルでした。2012年 6月 30日現在、および 2011年 6月 30日現在のアドバイザリー ･ サービス ･ ポートフォリ
オの内訳は以下に示す通りです（百万米ドル）。

      投資環境 官民パート  持続可能なビジ 
   金融へのアクセス の整備 ナーシップ ネスへの助言
2012年 6月 30日現在の実施中ポートフォリオ    $296  $226  $106  $266
2011年 6月 30日現在の実施中ポートフォリオ    $293  $204  $91  $234






